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令和４年度診療報酬改定の基本方針
（骨子案の概要）
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改定の基本的視点と具体的方向性

令和４年度診療報酬改定の基本方針（骨子案の概要）

▶ 新興感染症等にも対応できる医療提供体制の構築など医療を取り巻く課題への対応

▶ 健康寿命の延伸、人生100年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現

▶ 患者・国民に身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

▶ 社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和

改定に当たっての基本認識

（３）患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

【具体的方向性の例】

○患者にとって安心・安全に医療を受けられるための体制の評価や医薬品の安定供給

の確保等

○医療におけるICTの利活用・デジタル化への対応

○アウトカムにも着目した評価の推進

○重点的な対応が求められる分野について、国民の安心・安全を確保する観点からの

適切な評価

○口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療

の推進

○薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、薬局・薬剤師業務の

対物中心から対人中心への転換の推進、病棟薬剤師業務の評価

（４）効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

【具体的方向性の例】

○後発医薬品やバイオ後続品の使用促進

○費用対効果評価制度の活用

○市場実勢価格を踏まえた適正な評価等

○医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（再掲）

○外来医療の機能分化等（再掲）

○重症化予防の取組の推進

○医師・病棟薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用等の推進

○効率性等に応じた薬局の評価の推進

（２）安心・安全で質の高い医療の実現のための医師等の働き方改革等

の推進【重点課題】

【具体的方向性の例】

○医療従事者が高い専門性を発揮できる勤務環境の改善に向けての取組の評価

○地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の確保

○令和３年11月に閣議決定された経済対策を踏まえ、看護の現場で働く方々の収入の

引上げ等に係る必要な対応について検討するとともに、負担軽減に資する取組を推進

○業務の効率化に資するICTの利活用の推進

（１）新型コロナウイルス感染症等にも対応できる効率的・効果的で
質の高い医療提供体制の構築【重点課題】

【具体的方向性の例】

○当面、継続的な対応が見込まれる新型コロナウイルス感染症への対応

○医療計画の見直しも念頭に新興感染症等に対応できる医療提供体制の構築

に向けた取組

○医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価

○外来医療の機能分化等

○かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師の機能の評価

○質の高い在宅医療・訪問看護の確保

○地域包括ケアシステムの推進のための取組
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令和４年度診療報酬改定の基本方針（骨子案） 
 

１．改定に当たっての基本認識 
 
（新興感染症等にも対応できる医療提供体制の構築など医療を取り巻く課題へ

の対応） 
○ 我が国の医療制度は、これまで、医療のアクセスや質を確保しつつ、持続可

能な医療提供体制を確保していくため、医療機能の分化・強化、連携や、地域

包括ケアシステムの推進、かかりつけ機能の充実等の取組を進めてきた。今般

の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、我が国の医療提供体制に多

大な影響が生じ、地域医療の様々な課題が浮き彫りとなり、地域における医療

機能の分化・強化、連携等の重要性が改めて認識された。 
○ まずは、足下の新型コロナウイルス感染症対応に引き続き全力を注いでい

くことが重要である。その上で、今般の経験を踏まえ、今後、新興感染症等が

発生した際に、病院間等の医療機関間の役割分担や連携など、関係者が連携の

上、平時と緊急時で医療提供体制を迅速かつ柔軟に切り替えるなど円滑かつ

効果的に対応できるような体制を確保していく必要がある。加えて、今般の感

染症対応により浮き彫りとなった課題にも対応するよう、引き続き、質の高い

効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けた取組を着実に進める必要があ

る。 
 
（健康寿命の延伸、人生 100 年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現） 
○ 同時に、我が国は、国民皆保険や優れた保健・医療システムの成果により、

世界最高水準の平均寿命を達成し、人生 100 年時代を迎えようとしている。

人口構成の変化を見ると、2025 年にはいわゆる団塊の世代が全て後期高齢者

となり、2040 年頃にはいわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上の高齢者とな

って高齢者人口がピークを迎えるとともに現役世代（生産年齢人口）が急激に

減少していく。 
○ このような中、社会の活力を維持・向上していくためには、健康寿命の延伸

により高齢者をはじめとする意欲のある方々が役割を持ち活躍のできる社会

を実現するとともに「全世代型社会保障」を構築していくことが急務の課題で

ある。このような考え方の下、これまで数次の診療報酬改定を行ってきたとこ

ろであり、このような視点は今回も引き継がれるべきものである。 
 
（患者・国民に身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現） 
○ 地域の実情に応じて、可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ

令和３年 12月１日 第 147回社会保障審議会医療保険部会 資料２ 
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自立した日常生活を営むことができるよう、患者が安心して医療を受けるこ

とができる体制を構築し、患者にとって身近でわかりやすい医療を実現して

いくことが重要である。 
○ また、疾病構造やニーズの変化・多様化、医療需要が増える中での働き手の

減少、医療技術の進歩など、医療を取り巻く状況を踏まえると、医師等の働き

方改革等について、医療の安全や地域医療の確保、患者や保険者の視点にも留

意しながら、医師等が高い専門性を発揮できる環境の整備を加速させるとと

もに、我が国の医療制度に関わる全ての関係者（住民、医療提供者、保険者、

民間企業、行政等）が、医療のかかり方の観点も含め、それぞれの担う役割を

実現することが必要である。 
○ さらに、社会全体として、ICT 技術の進歩やデジタル基盤の整備が進んで

いく中で、医療分野における ICT の利活用をより一層進め、医療機関間にお

ける医療情報の連携の推進等により、質の高い医療サービスを実現していく

必要がある。 
○ 加えて、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大により、医薬品の存在意義

と創薬力の重要性が社会的に改めて注目されてきており、イノベーションの

推進により創薬力を維持・強化するとともに、革新的医薬品を含めたあらゆる

医薬品を国民に安定的に供給し続けることを通じて、医療と経済の発展を両

立させ、安心・安全な暮らしを実現することが重要である。 
 
（社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和） 
○ 制度の安定性・持続可能性を確保しつつ国民皆保険を堅持するためには、こ

うした社会経済の新たな流れにも対応しながら、経済・財政との調和を図りつ

つ、より効率的・効果的な医療政策を実現するとともに、国民の制度に対する

納得感を高めることが不可欠である。 
○ そのためには、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」や「成長戦略実行計

画（2021 年）」等を踏まえつつ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

にも配慮しつつ、保険料などの国民負担、物価・賃金の動向、医療機関の収入

や経営状況、保険財政や国の財政に係る状況等を踏まえるとともに、無駄の排

除、医療資源の効率的･重点的な配分、医療分野におけるイノベーションの評

価等を通じた経済成長への貢献を図ることが必要である。 
 
 
２．改定の基本的視点と具体的方向性 
○ 平成 30 年度の診療報酬と介護報酬の同時改定では、団塊の世代が全て 75
歳以上の高齢者となる 2025 年に向けた道筋を示すものとして、医療機能の分
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化・強化、連携や、医療と介護の役割分担と切れ目のない連携を着実に進める

改定が行われ、令和２年度診療報酬改定では、これらの取組が更に推進される

よう、引き続き適切な評価に取り組むとともに、重点課題として医師の働き方

改革等の推進に取り組んだ。 
○ 令和４年度診療報酬改定に当たっては、こうしたこれまでの改定の流れを

継承しながら、今般の新型コロナウイルス感染症への対応や、感染拡大により

明らかになった課題を踏まえた地域全体での医療機能の分化・強化、連携等の

対応を行うことが重要である。その際、補助金等の予算措置を含めた新興感染

症への対応の全体的な視点の中で、診療行為に対する対価である診療報酬の

在り方を考えていくことが必要である。 
○ あわせて、デジタル化等の社会経済の新たな流れにも対応した効率的・効果

的で質の高い医療提供体制の構築に向けた取組を進める必要がある。 
 
（１）新型コロナウイルス感染症等にも対応できる効率的･効果的で質の高い医

療提供体制の構築 
【重点課題】 

（基本的視点） 
○ 今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大においては、局所的な病床・人

材不足の発生、感染症対応も含めた医療機関間の役割分担・連携体制の構築等

の地域医療の様々な課題が浮き彫りとなった。 
○ こうした中、新型コロナウイルス感染症患者への対応についてみても、重症

者に対応する医療機関、中等症患者に対応する医療機関、回復後の患者に対応

する後方支援医療機関、発熱患者等に対応する診療・検査医療機関、新型コロ

ナウイルス感染症患者以外の患者も含め救急医療その他の通常医療に対応す

る医療機関など、各々の医療機関がその機能に応じ地域医療を守るための役

割を果たしており、かかりつけ医機能を担う医療機関を中心とした外来医療

や在宅医療を含め、地域医療全体を視野に入れ、適切な役割分担の下、必要な

医療を面として提供することの重要性も再認識された。 
○ 当面、まずは足下の新型コロナウイルス感染症対応に引き続き対応してい

くことが重要である。今後の新興感染症等の感染拡大時にも機動的な対策を

講じられるよう、医療法の改正により都道府県が策定する医療計画の記載事

項に「新興感染症等の感染拡大時における医療」が追加されたところであり、

今後、平時からの取組・感染拡大時の取組等について、あらかじめ地域の行政・

医療関係者の間で議論・準備がなされていくことも必要。 
○ 一方で、その間も、人口減少・高齢化は着実に進みつつあり、医療ニーズの

質・量が徐々に変化するとともに、労働力人口の減少によるマンパワーの制約
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も一層厳しくなりつつあることや、各地域において、こうした実態を見据えつ

つ、効率的・効果的で質の高い医療提供体制を維持していくため、医療機能の

分化・連携の取組は必要不可欠であることなど、中長期的な状況や見通しは変

わっていない。 
○ 同時に、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、住

まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステ

ムを構築することは引き続き重要な課題であり、そのために、質の高い在宅医

療・訪問看護を確保するとともに、医療機関間・医療介護間等の連携の取組を

推進することが重要である。 
○ こうしたことから、今般の感染症対応の経験やその影響も踏まえつつ、感染

拡大時の短期的な医療需要には、各都道府県の「医療計画」に基づき機動的に

対応することを前提に、診療報酬改定においても、外来・入院・在宅を含めた

地域全体での医療機能の分化・強化、連携を引き続き着実に進めることが必要

である。 
 
（具体的方向性の例） 
○ 当面、継続的な対応が見込まれる新型コロナウイルス感染症への対応 
 ・ 新型コロナウイルス感染症患者の診療について実態に応じた評価を行い

つつ、外来、入院、在宅における必要な診療体制を確保。 
○ 医療計画の見直しも念頭に新興感染症等に対応できる医療提供体制の構築

に向けた取組 
・ 平時からの感染症対策に係る取組が広く実施されるよう、個々の医療機関

等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感

染症対策の取組を更に推進。 
・ 今般の新型コロナウイルス感染拡大時における経験を踏まえ、主に重症患

者等を受け入れる急性期病棟等について、平時からの体制･機能強化を推進。 
○ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 
・ 患者の状態に応じて適切に医療資源が投入され、地域で必要な入院医療が

効率的・効果的に提供されるよう、医療機能や患者の状態や地域における役

割分担に応じた評価を行い、医療機能の分化・強化、連携を推進。その際、

質の高い効率的・効果的な医療提供体制の構築という観点からも、更なる包

括払いの在り方を検討。 
○ 外来医療の機能分化等 
 ・ 外来機能報告の導入や医療資源を重点的に活用する外来の明確化を踏ま

え、紹介状なしの患者に係る受診時定額負担制度の見直しを含め、外来機能

の明確化・連携を推進。 
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・ 外来医療から在宅医療への円滑な移行に当たって必要となる連携を推進。 
○ かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師の機能の評価 
・ 複数の慢性疾患を有する患者に対し、総合的・継続的な診療を行うととも

に、療養上の指導、服薬管理、健康管理等の対応を実施するなどかかりつけ

医機能を評価。 
・ かかりつけ医機能を担う医療機関が地域の医療機関と連携して実施する

在宅医療の取組を推進。 
・ 歯科医療機関を受診する患者像が多様化する中、地域の関係者との連携体

制を確保しつつ、口腔疾患の重症化予防や口腔機能の維持・向上のため、継

続的な口腔管理・指導が行われるよう、かかりつけ歯科医の機能を評価。  
・ 患者に対する薬物療法の有効性・安全性を確保するため、服薬情報の一元

的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、かかり

つけ薬剤師・薬局の機能の評価を推進。その際、薬剤調製などの対物業務を

適切かつ効率的に実施することを前提に、薬学的管理などの対人業務の実

施を拡充するための所要の重点化と適正化を行う。 
○ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 
 ・ 中長期的には在宅医療の需要が大幅に増加することが見込まれる中、在宅

医療を担う医療機関と市町村・医師会との連携、及び、医療・介護の切れ目

のない、地域の実情に応じた提供体制の構築等を推進し、効率的・効果的で

質の高い訪問診療、訪問看護、歯科訪問診療、訪問薬剤管理指導等の提供体

制を確保。 
・ かかりつけ医機能を担う医療機関が地域の医療機関と連携して実施する

在宅医療の取組を推進するとともに、外来医療から在宅医療への円滑な移

行に当たって必要となる連携を推進。（再掲） 
○ 地域包括ケアシステムの推進のための取組 
 ・ 医療機関間や医療機関と薬局等との連携、医科歯科連携、医療介護連携、

栄養指導、その他の地域の保健・福祉・教育・行政等の関係機関との連携も

含め、地域包括ケアシステムの推進のための医師、歯科医師、薬剤師、看護

師、管理栄養士等による多職種連携・協働の取組等を推進。 
 
（２）安心・安全で質の高い医療の実現のための医師等の働き方改革等の推進 
 【重点課題】 

（基本的視点） 
○ 地域医療構想の実現に向けた取組、実効性のある医師偏在対策、医師等の働

き方改革等を推進し、総合的な医療提供体制改革を実施していくことが求め

られている。 
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○ 医師等の働き方改革等に関しては、2024 年（令和６年）４月から、医師に

ついて時間外労働の上限規制が適用される予定であり、先般の医療法改正も

踏まえ、各医療機関は自らの状況を適切に分析し、労働時間短縮に計画的に取

り組むことが必要となる。 
○ 地域医療介護総合確保基金においては、勤務医の労働時間短縮に向けた体

制の整備に関する事業に対して財政支援を実施している。診療報酬において

はこれまで、タスク・シェアリング／タスク・シフティングやチーム医療の推

進等、医療従事者の高い専門性の発揮と医療機関における勤務環境改善に資

する取組を評価してきた。また、令和２年度診療報酬改定では、新たに地域医

療の確保を図る観点から、早急に対応が必要な救急医療体制等の評価も行っ

たところ。 
○ 時間外労働の上限規制の適用が開始される 2024 年４月に向けての準備期

間も考慮すると、実質的に最後の改定機会であることも踏まえ、引き続き、今

後、総合的な医療提供体制改革の進展の状況、医療の安全や地域医療の確保、

患者や保険者の視点等を踏まえながら、実効性ある取組について検討する必

要がある。 
 
（具体的方向性の例） 
○ 医療従事者が高い専門性を発揮できる勤務環境の改善に向けての取組の評

価 
・ 医療機関内における労務管理や労働環境の改善のためのマネジメントシ

ステムの実践に資する取組を推進。 
・ 各職種がそれぞれの高い専門性を十分に発揮するためのタスク・シェアリ

ング／タスク・シフティング、チーム医療を推進。 
・ 届出・報告の簡素化、人員配置の合理化を推進。 

○ 地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の確保 
○ 令和３年 11 月に閣議決定された経済対策を踏まえ、看護の現場で働く方々

の収入の引上げ等に係る必要な対応について検討するとともに、負担軽減に

資する取組を推進 
○ 業務の効率化に資する ICT の利活用の推進 
 ・ ICT を活用した医療連携の取組を推進。 

 
（３）患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現 
 
（基本的視点） 
〇 患者の安心・安全を確保しつつ、医療技術の進展や疾病構造の変化等を踏ま
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え、第三者による評価やアウトカム評価など客観的な評価を進めながら、デジ

タル化への対応、イノベーションの推進、不妊治療の保険適用などをはじめと

した新たなニーズ等に対応できる医療の実現に資する取組の評価を進める。 
○ また、患者自身が納得して医療を受けられるよう、患者にとって身近で分か

りやすい医療を実現していくことが重要である。 
 
（具体的方向性の例） 
○ 患者にとって安心・安全に医療を受けられるための体制の評価や医薬品の

安定供給の確保等 
・ 患者が安心して医療を受けられ、それぞれの実情に応じて住み慣れた地域

で継続して生活できるよう、医療機関間の連携の強化に資する取組、治療と

仕事の両立に資する取組等を推進。 
・ 患者の安心・安全を確保するため、臨床上必要性が高い医薬品の安定供給

の確保を推進。 
・ 革新的な医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーションを含む先進的

な医療技術の適切な評価。 
・ 生活習慣病の増加等に対応する効率的・効果的な重症化予防、口腔疾患の

重症化予防や口腔機能の維持・向上のための取組を推進。 
○ 医療における ICT の利活用・デジタル化への対応 
・ 初診を含めたオンライン診療について、安全性と信頼性の確保を前提に適

切に評価。 
・ オンライン服薬指導について、医薬品医療機器等法に基づくルールの見直

しを踏まえ、適切に評価。 
・ ICT を活用した医療連携の取組を推進。（再掲） 

○ アウトカムにも着目した評価の推進 
 ・ 質の高いリハビリテーションの評価など、アウトカムにも着目した評価を

推進。 
○ 重点的な対応が求められる分野について、国民の安心・安全を確保する観点

からの適切な評価 
・ 子どもを持ちたいという方々が安心して有効で安全な不妊治療を受けら

れるよう適切な医療の評価 
・ 質の高いがん医療の評価  

 ・ 認知症の者に対する適切な医療の評価 
・ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 
・ 難病患者に対する適切な医療の評価 
・ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実 
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○ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮し

た歯科医療の推進 
・ 歯科医療機関を受診する患者像が多様化する中、地域の関係者との連携体

制を確保しつつ、口腔疾患の重症化予防や口腔機能の維持・向上のため、継

続的な口腔管理・指導が行われるよう、かかりつけ歯科医の機能を評価。（再

掲） 
・ 歯科診療所と病院歯科の機能分化・連携を強化。 
・ 歯科固有の技術等の適切な評価 

○ 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、薬局・薬剤師業務

の対物中心から対人中心への転換の推進、病棟薬剤師業務の評価 
・ 患者に対する薬物療法の有効性・安全性を確保するため、服薬情報の一元

的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、かかり

つけ薬剤師・薬局の機能の評価を推進。その際、薬剤調製などの対物業務を

適切かつ効率的に実施することを前提に、薬学的管理などの対人業務の実

施を拡充するための所要の重点化と適正化を行う。（再掲） 
・ 病棟薬剤師業務を適切に評価。 

 
（４）効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上 
 
（基本的視点） 
○ 高齢化や技術進歩、高額な医薬品の開発等により医療費が増大していくこ

とが見込まれる中、国民皆保険を維持するため、医療資源を効率的・重点的に

配分するという観点も含め、制度の安定性・持続可能性を高める不断の取組が

必要である。 
○ 医療関係者が共同して、医療サービスの維持・向上を図るとともに、効率化・

適正化を図ることが求められる。 
 
（具体的方向性の例） 
○ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進 
 ・ 後発品の使用促進について、安定供給の確保の状況等を踏まえつつ、「後

発医薬品の数量シェアを、2023 年度末までに全ての都道府県で 80％以上と

する」という新目標を実現するため、更に取組を推進。また、バイオ後続品

の使用促進の方策等について検討。 
○ 費用対効果評価制度の活用 
・ 革新性が高く市場規模が大きい、又は著しく単価が高い医薬品・医療機器

について、費用対効果評価制度を活用し、適正な価格設定を行う。 
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○ 市場実勢価格を踏まえた適正な評価等 
・ 医薬品、医療機器、検査等について、市場実勢価格を踏まえた適正な評価

を行うとともに、効率的かつ有効・安全な利用体制を確保。その際、長期収

載品等の医薬品について評価の適正化を行う観点から薬価算定基準の見直

しを透明性・予見性の確保にも留意しつつ図る。 
・ エビデンスや相対的な臨床的有用性を踏まえた医療技術等の適正な評価

を行う。 
○ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（再掲） 
・ 患者の状態に応じて適切に医療資源が投入され、地域で必要な入院医療が

効率的・効果的に提供されるよう、医療機能や患者の状態や地域における役

割分担に応じた評価を行い、医療機能の分化・強化、連携を推進。 
○ 外来医療の機能分化等（再掲） 
 ・ 外来機能報告の導入や医療資源を重点的に活用する外来の明確化を踏ま

え、紹介状なしの患者に係る受診時定額負担制度の見直しを含め、外来機能

の明確化・連携を推進。 
○ 重症化予防の取組の推進 
・ 生活習慣病の増加等に対応する効率的・効果的な重症化予防、口腔疾患の

重症化予防や口腔機能の維持・向上のための取組を推進。（再掲） 
○ 医師・病棟薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用等の

推進 
・ 重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応や、適正使用のための長期処

方の在り方への対応、一定期間内に処方箋を反復利用できる方策の検討等

医師及び薬剤師の適切な連携による医薬品の効率的かつ安全で有効な使用

を推進するとともに、OTC 類似医薬品等の既収載の医薬品の保険給付範囲

の見直しなど、薬剤給付の適正化の観点から更なる対応を検討。 
・ 医学的妥当性や経済性の視点も踏まえた処方を推進。 

○ 効率性等に応じた薬局の評価の推進 
・ 薬剤調製などの対物業務を適切かつ効率的に実施することを前提に、薬学

的管理などの対人業務の実施を拡充するための所要の重点化と適正化を行

う。（再掲） 
・ 薬局の収益状況、経営の効率性等も踏まえつつ、薬局の評価の適正化等を

推進。 
 
３．将来を見据えた課題 
○ 団塊の世代が全て後期高齢者となる 2025 年、団塊ジュニア世代が 65 歳
以上の高齢者となる 2040 年と、高齢化の進展に併せて、サービスの担い手
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（生産年齢人口）が減少する超高齢化・人口減少社会が到来している。また、

地域包括ケアシステムの構築はもちろん、地域に生きる一人一人が尊重され、

その可能性が最大限に発揮できる「地域共生社会」の実現に資する取組が求め

られている。 
○ 我が国の医療制度が直面する様々な課題に対応し 、「全世代型社会保障」を

実現するためには、診療報酬のみならず、医療法、医療保険各法等の制度的枠

組みや、補助金等の予算措置など、総合的な政策の構築が不可欠である。 
○ 患者自身が納得して医療を受けられるよう、患者にとって身近で分かりや

すい医療を実現していくとともに、国民の制度に対する納得感を高めるため、

診療報酬制度を分かりやすくするための取組を継続していくこと、また、国民

に対して医療制度に関する丁寧な説明を行っていくことが求められる。 



薬剤給付の適正化に向けた取組について

令和３年12月１日 第147回社会保障審議会医療保険部会 資料３



ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 工 程（取組・所管府省、実施時期）

－ －

新経済・財政再生計画 改革工程表2020 社会保障 ４．給付と負担の見直し

高齢化や現役世代の急減という人口構造の変化の中でも、国民皆保険を持続可能な制度としていくため、勤労世代の高齢者医療への負担状
況にも配慮しつつ、必要な保険給付をできるだけ効率的に提供しながら、自助、共助、公助の範囲についても見直しを図る。

－ －

－ －

－ －

21 22 23

６０．外来受診時等の定額負担の導入を検討

ａ．全世代型社会保障検討会議や関係審議会等の議論を踏まえ、医療

機関が都道府県に外来機能を報告する制度を創設し、地域の実情に応

じて、紹介患者への外来を基本とする医療機関を明確化するための法

制上の措置を講じる。

ｂ．上記を踏まえ、紹介状なしの大病院受診時定額負担に関して、当

該医療機関のうち一般病床200床以上の病院にも対象を拡大し、保険

給付の範囲から一定額を控除し、それと同額以上の定額負担を追加的

に求めること等について、中央社会保険医療協議会で具体的に検討す

る。また、その結果に基づき、必要な措置を講ずる。 《厚生労働省》

５７．高齢者医療制度や介護制度において、所得のみならず資産の保

有状況を適切に評価しつつ、「能力」に応じた負担の検討

ａ．マイナンバーの導入等の金融資産の把握に向けた取組を踏まえつ
つ、医療保険における負担への金融資産等の保有状況の反映の在り方
について、2020年の関係審議会のとりまとめを踏まえ検討課題の整理
を行うなど関係審議会等において、預金口座へのマイナンバー付番の
状況を見つつ、引き続き検討。
ｂ．2019年度の関係審議会における審議結果を踏まえ、介護保険の補
足給付の見直しについて、必要な周知広報を行いつつ、施行。《厚生
労働省》

５８．団塊世代が後期高齢者入りするまでに、後期高齢者の窓口負担

について検討

ａ．全世代型社会保障改革の方針（令和２年12月15日閣議決定）を踏
まえ、課税所得28万円以上かつ年収200万円以上（単身世帯の場合。
複数世帯の場合は、後期高齢者の年収合計が320万円以上）の方に
限って、窓口負担割合を２割とすること等とし、2021年の通常国会に
必要な法案の提出を図る。《厚生労働省》

５９．薬剤自己負担の引上げについて幅広い観点から関係審議会にお

いて検討し、その結果に基づき必要な措置を講ずる

ａ． 2020年の関係審議会のとりまとめを踏まえ、医療資源の効率的
な活用を図る観点から、薬剤給付の適正化に向けて、保険者の上手な
医療のかかり方及びセルフメディケーションの推進策の具体化につい
て関係審議会において早期の結論を得るべく引き続き検討するととも
に、その他の措置についても検討。《厚生労働省》

1



（薬剤自己負担の引上げ）

○ 薬剤自己負担については、改革工程表において、「諸外国の薬剤自己負担の仕組み（薬剤の種類に応じた保険償還率や一定額までの全額
自己負担など）も参考としつつ、市販品と医療用医薬品との間の価格のバランス等の観点から、（中略）関係審議会において検討し、その
結果に基づき必要な措置を講ずる」とされている。

○ これを踏まえ、当部会においては、
① 市販品類似の医薬品の保険給付の在り方
② 自己負担の引上げ以外の方策による薬剤給付の適正化策（セルフメディケーションの推進等）
等の各論点について議論を行った。

○ ①市販品類似の医薬品の保険給付の在り方については、
・ 皆保険制度を維持するためには、大きなリスクは共助、小さなリスクは自助という方向に進まざるを得ず、市販品類似薬については保
険給付範囲からの除外や償還率の変更も考えざるを得ないのではないか

・ 薬剤の自己負担の引上げについて、諸外国の例も参考にしつつ、十分な財政効果が得られるような見直しを図っていくべきではないか
という意見がある一方で、
・ 医療上の必要性に応じて適切な医薬品を選択できるよう担保することが必要であり、財政問題だけで保険適用を見直すことは適当では
ないのではないか

・ 医療用と市販薬では、同一の成分であっても期待する効能・効果や使用目的、患者の重篤性が異なる場合があり、市販薬の有無で取扱
いを変えるのは理解し難いのではないか

という意見があった。

○ ②自己負担の引上げ以外の方策による薬剤給付の適正化策については、
・ 薬剤給付の適正化に向けては、自己負担の見直しのみならず、後発医薬品の利用促進やセルフメディケーション税制の拡充、生活習慣
病の治療薬の在り方等についても検討すべき

・ 新型コロナウイルス感染症による受診控えに伴い、OTC医薬品の利用が進むなど、患者の意識も変化しつつあるため、スイッチOTC医薬
品に限らず、OTC医薬品全般の使用を進めるという観点で、セルフメディケーションの推進に取り組むべきではないか

という意見があった。

○ これらの意見を踏まえ、医療資源の効率的な活用を図る観点から、かかりつけ医やかかりつけ薬剤師と連携しつつ、保険者の立場からも
上手な医療のかかり方とセルフメディケーションの推進策を講じるべきである。

○ なお、市販品類似の医薬品の保険給付の在り方等の薬剤自己負担の見直しや他の薬剤給付の適正化策については、引き続き検討すべきで
ある。

社会保障審議会医療保険部会 議論の整理（令和２年12月23日）（抄）

2



健保組合の成果連動型民間委託方式による保健事業への補助

＜事業イメージ＞

健保組合 事業者

対象者

厚生労働省

①公募 ②成果連動型支払契約

③保健事業の実施④成果評価

⑤成果に応じた支払⑥補助金交付

成果連動型民間委託方式の事業スキームの構築

健保組合が成果連動型民間委託方
式の事業スキームを構築するために要
する費用を補助する。

○ 「成果連動型民間委託契約方式（PFS）アクションプラン（令和2～４年度）」において、重点３分野の１つに
「医療・健康」が位置づけられ、地方公共団体等が実施する保健事業について、PFSの普及促進が掲げられている。

○ これを踏まえて、健保組合においても、PFSを活用した保健事業を推進するため、本補助事業を実施することでス
キームを構築し、その成果の横展開を図る。
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「上手な医療のかかり方」の一環として、セルフケア・セルフメディケーションに関する普及啓発活動から実践支援までを一貫して行い、加入者の行動変容を後押しする仕組みを構築

本取組の背景・目的

• 加入者の声から判明した課題：当健保で実施した加入者へのインタビュー¹によると、コロナ禍における医療機関受診に苦慮している加入者が多く存在し、医療機関への受診や
OTC医薬品の活用方法など、「上手な医療のかかり方」を加入者に普及・浸透させていく必要性が顕在化してきた
1:委託業者の協力を得て当健保組合加入者約50名に実施

• レセプト分析から判明した課題：当健保の医療費の特徴として、軽度な症状の疾患にかかる医療費の割合が比較的大きいこともあり、早期発見・重症化予防と同様に軽度な症
状の疾患の医薬品費適正化も喫緊の課題である

症状に応じた受診勧奨や市販薬への
切り替え時の注意点などの薬選び全
般に関して薬剤師へ相談できる機会
を提供

サポート体制 ECサイト・ヘルスケアポイント

スイッチOTC医薬品を購入出来るEC
サイトを活用し、同サイトで使用出来る
ヘルスケアポイントを提供することで加
入者に対するインセンティブを提供

セルフケア・セルフメディケーション実践支援セルフケア・セルフメディケーション普及啓発活動

セルフケア・セルフメディケーションに関す
るセミナーを開催。組合ポータルサイトな
どを活用した広報活動を実施

個別勧奨通知送付

医師・薬剤師と連携のうえ、レセプト
データからスイッチOTCの活用可能性
がある患者を抽出し、セルフケア・セルフ
メディケーションに関するリーフレットを各
自宅へ郵送

本取組の内容

セミナー開催・広報活動

上記の課題認識のもと、「上手な医療のかかり方」を普及・啓発することによる「加入者の健康の維持増進」および「医療費の適正化」の両立を目的とし、本取組を実施する

事業名：「医療費適正化に繋がるセルフメディケーション推進事業」 三菱商事健康保険組合

定性・定量の両面で効果を検証することにより、加入者の意識・行動およびセルフケア・セルフメディケーションの受容度を測定し、次年度以降の取り組みに反映

取組前後でのセルフケア・セルフメディ
ケーションの受容度（理解・実践）
を検証

薬剤師への相談数・内容意識調査アンケート結果

セルフケア・セルフメディケーションの受
容度について、薬剤師への相談回
数の推移や相談内容から検証

当健保のレセプトデータ 個別勧奨通知の効果

対象者をランダムに2群に分類、記載
内容が異なる2種類のリーフレットを送
り分けることで訴求内容の違いによる
行動変容の差を検証

2018-2020年度及び今年度のレ
セプトを比較し、医療費適正化効
果及び受診パターンの変化を検証

加入者の意識の変化行動変容への影響 セルフケア実践への影響

取組終了後の効果検証（現時点で想定する検証項目の例）

測定
項目

使用
データ

（※医療費適正化効果および薬剤師への相談回数については成果連動型報酬の指標として使用）

委託事業者への成果連動分の支払額は「対象疾患に係る受診の減少数」及び「薬剤師への相談件数」を指標とした算式で算定（予定）4



（参考）今後のスケジュール（案）

R3(2021)
年度

R4（2022）
年度

R5(2023)
年度

R6(2024)
年度

第3期データヘルス
計画

第4期
医療費適正化

計画
（国）

第4期
医療費適正化

計画
（都道府県）

4期計画
(2024~29)

・指標、目標作成
・医療費推計方法
検討

医療保険部会

第三期の進
捗と論点
提示

都道府県における
医療費適正化計画策定作業

論点別の議論
（枠組み）

まとめ

保険者における第3期
データヘルス計画策定作業

第3期計画
(2024~29)

「データヘルス計画作成の手
引き」の改訂

全国医療費
適正化計画

提示
(3月頃)
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令和３年度補正予算案（保険局関係）の主な事項

令和３年12月１日 第147回社会保障審議会医療保険部会 資料４



診療報酬の審査支払等を行うための国保総合システムについて、社会保険診療報酬支払基金との審査基準の統一化等、整
合的かつ効率的な運用に向けたシステム整備への支援を行う。
また、訪問看護レセプト請求の電子化に向けたシステム整備や、障害自立支援給付審査支払等システムの審査機能等の強化
に向けた改修への支援等を行う。

特定健診データや薬剤情報等の保健医療情報を医療機関等で確認できる仕組みを拡大し、患者本人の意思確認ができない
等の救急時の情報閲覧に対応するとともに、アレルギー情報等、閲覧の対象となる情報の追加に向け必要なシステム改修を行う。
あわせて、オンライン資格確認の推進に向けたシステム整備の支援等を行う。

○地方を活性化し、世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」

1

○国民健康保険・介護保険等への財政支援 ２５９億円

感染症の影響により厳しい状況にある方々の事業や生活・暮らしの支援

新型コロナウイルス感染症の拡大防止

新型コロナウイルス感染症の影響により一定程度収入が下がった被保険者に対して、国民健康保険料・介護保険料等の減免を
行った市町村等に財政支援を行う。
また、新型コロナウイルス感染症の影響で財政運営が極めて困難となった健康保険組合に対し財政支援を行う。

未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動

成長戦略

審査支払システム等のＩＣＴ化の推進 ９３億円

救急等における保健医療情報の利活用、オンライン資格確認の推進 １２億円



2

介護保険関係業務や障害福祉関係業務等について、自治体等における業務プロセスや情報システムの標準化等を推進すると
ともに、マイナンバー連携等を推進し、業務の効率化や利用者の利便性向上を図る。

自治体等における介護・障害福祉分野等のシステム標準化等の推進 １．１億円

分配戦略 ～ 安心と成長を呼ぶ「人」への投資の強化

○公的部門における分配機能の強化等

看護、介護、保育など現場で働く方々の収入の引上げ １，６６５億円

保育士等、介護・障害福祉職員を対象に、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として、収入を３％程度（月額9,000円）
引き上げるための措置（注１）を、令和４年２月から実施する。
看護については、まずは、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関（注２）に勤務する看護職員を対象に、賃上げ効果が継続
される取組を行うことを前提として、段階的に収入を３％程度引き上げていくこととし、収入を１％程度（月額4,000円）引き上げるた
めの措置（注３）を、令和４年２月から実施する。
※ 保育所等における収入の引上げについては、内閣府に計上
（注１） 他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。
（注２） 「地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関」：一定の救急医療を担う医療機関（救急医療管理加算を算定する救急搬送件数200台／年以上の医療

機関及び三次救急を担う医療機関）
（注３） 看護補助者、理学療法士･作業療法士等のコメディカルの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

【参考】



オンライン資格確認等システムについて

令和３年12月１日 第147回社会保障審議会医療保険部会 資料５



医療機関・薬局におけるオンライン資格確認の導入状況について

※ 厚生労働省HPで公表中
・顔認証付きカードリーダー申込状況、施設数（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html）
・健康保険証の利用の登録（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08277.html）

（2021/11/21時点）１．現在の申込状況

２．準備完了施設数 ※ 院内システムの改修など、準備が完了している施設数

３．運用開始施設数

目標：医療機関等の６割程度での導入（令和３年３月時点）、概ね全ての医療機関等での導入（令和５年３月末）を目指す
（令和元年９月デジタル・ガバメント閣僚会議決定）

25,967施設（11.3%） 病院 1,917 施設 医科診療所 7,722 施設
歯科診療所 5,920 施設 薬局 10,408 施設

17,394施設（7.6%） 病院 1,406 施設 医科診療所 4,836 施設
歯科診療所 4,160 施設 薬局 6,992 施設

オンライン資格確認の導入予定施設数

【内訳】

＜顔認証付きカードリーダー申込数＞

病院 6,391／ 8,230施設 77.7%
医科診療所 39,455／ 89,425施設 44.1%
歯科診療所 34,481／ 70,815施設 48.7%
薬局 49,083／ 60,732施設 80.8%

129,410施設（56.5％）／229,202施設

※ 病院の申込割合は全都道府県で60％超、うち、1県で90％以上、
22府県で80％以上、21都道県で70%以上
医科診療所の申込割合は13県で50％超
歯科診療所の申込割合は1県で80％以上、2県で70％以上、7県で
60％以上
薬局の申込割合は全都道府県で70％超、28都府県で80％以上

※ 公的医療機関等における申込状況は厚生労働省HPに掲載

【参考：健康保険証の利用の登録】
5,980,485件 カード交付枚数に対する割合 11.9％

【参考：マイナンバーカード申請・交付状況】
有効申請受付数： 約5,346万枚 （人口比 42.2%）
交付実施済数 ： 約5,016万枚 （人口比 39.6%）

1



オンライン資格確認の導入状況推移

2

■準備完了施設推移 ■運用開始施設推移

（10月20日時点と11月21日時点の数字を比較）

10/20 11/21 増加数

病院 1,627 1,917 ＋ 290

医科診療所 6,072 7,722 ＋ 1,650

歯科診療所 4,650 5,920 ＋ 1,270

薬局 8,013 10,408 ＋ 2,395

合計 20,362 25,967 ＋ 5,605

10/20 11/21 増加数

病院 1,056 1,406 ＋ 350

医科診療所 3,240 4,836 ＋ 1,596

歯科診療所 2,825 4,160 ＋ 1,335

薬局 4,555 6,992 ＋ 2,437

合計 11,676 17,394 ＋ 5,718



オンライン資格確認の利用状況

〇 10月20日から11月16日までの４週間で、オンライン資格確認等システムを活用し、マイナンバーカードによる資格
確認が約12万件、保険証による資格確認が約1,100万件、一括照会（※）による資格確認が約330万件、行われた。

※ 一括照会：医療機関等で予約患者等の保険資格が有効かどうか事前にオンライン資格確認等システムに一括で照会すること

〇 今後、利用頻度の高いところと低いところについて、利用頻度を高めるために行っている取組みや利用頻度が低い理
由等、利用状況についてヒアリング等を行い、利用方法の周知など、実態を踏まえた対応を行っていく。
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■運用開始施設における資格確認の利用件数

■特定健診等情報閲覧・薬剤情報閲覧の利用件数 （集計期間：令和3年10月20日～11月16日）

（集計期間：令和3年10月20日～11月16日）

※ マイナンバーカードを持参した患者で特定健診等情報、薬剤情報の閲覧に同意をし、
医療機関・薬局が利用した件数

【参考】
運用開始1施設あたりの

1日の平均利用件数
（件 / 施設数）

運用開始施設数
（2021/11/14時点）

98.3 1,336

26.1 4,478

11.3 3,837

36.3 6,006

32.5 15,657

マイナンバーカード 保険証 一括照会 合計

（件） （件） （件） （件）

病院 36,000 921,679 2,718,911 3,676,590

医科診療所 32,188 3,145,359 91,311 3,268,858

歯科診療所 22,185 718,261 473,110 1,213,556

薬局 25,985 6,067,359 15,775 6,109,119

総計 116,358 10,852,658 3,299,107 14,268,123

特定健診等情報
（件）

薬剤情報
（件）

病院 1,150 2,098

医科診療所 1,330 3,215

歯科診療所 892 1,044

薬局 441 961

総計 3,813 7,318



オンライン資格確認の導入推進状況

主な課題 主な対応状況

パソコン・ルーター
などのハードウェア

不足への対応

【供給元への働きかけ】

・ 半導体不足の影響を受けているノートパソコン・ルーター確保のため、関係省庁と一体となり、供給元へ
の働きかけを行い、下記供給見通しへの掲載メーカー・サプライヤー数増加への取り組みを継続。

【供給見通しの公表】

・ 厚生労働省ホームページにおいて、オンライン資格確認等システムに必要なパソコンの供給見通し
（https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000809298.pdf）とルーターの供給見通し
（https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000838588.pdf）を公表し、マッチングを支援。

・ 定期的にメーカー・サプライヤーと情報交換を行い、最新の供給見通しに更新。

※ システムベンダーは、これらを参考に、必要に応じてパソコン、ルーターの調達先を追加する
など、機器確保に向けた取組を実施

システム事業者の
改修対応能力向上

【各事業者等の経営層への働きかけ】

・ 主要なシステム事業者・団体の経営層に対して、オンライン資格確認等システムの導入推進に関する協力
を依頼。各事業者等の経営層に同システムの重要性を改めて訴えたうえで、導入ペースの加速に向け、必要
な体制の確保等を依頼。その後も、個別にフォローアップを実施するとともに、月次で進捗を把握。

【外部委託の促進】

・ 厚生労働省ホームページにおいて、システムベンダーに対するオンライン資格確認の導入支援業者を公表
（https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000703906.pdf）。

・ システムベンダーは、自社で対応しきれない場合、導入支援業者を活用して医療機関・薬局へのシステム
導入を進めている。

【作業工程の短縮支援】

・ 導入初期は６時間／診療所ほど要していたが、ノウハウが蓄積され、大手システム事業者を中心に現在は
約３時間程度に短縮（事業者によりばらつきあり）。

・ システム事業者からの要望を踏まえ、更なる作業工程短縮を支援。

〇 オンライン資格確認の導入は確実に進んでいるが、さらなる上乗せを目指し、「パソコン・ルーターなどのハード
ウェア不足への対応」やシステム事業者における「対応能力の向上」に取り組んでいくとともに、引き続き、医療関
係団体・公的医療機関等に対して、導入加速の働きかけ等を継続していく。
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【システム事業者等への働きかけ】



オンライン資格確認の導入推進状況

5

【医療機関・薬局への働きかけ】
働きかけ先 主な対応状況

医療機関・薬局全般

・ 全医療機関・薬局に対して社会保険診療報酬支払基金からリーフレット等を配布し、導入のメリットや補
助金の紹介等を行うことでオンライン資格確認等システム未導入施設に対する導入促進を行っている。

・ 導入事例紹介サイト（https://cases.iryohokenjyoho-portalsite.jp/points/）において、事例を増やし
つつ、具体的な導入のメリットや導入に当たっての工夫・利用方法を紹介する等、さらなる周知広報を行っ
ていく。また、メリットや利用方法を具体的に説明した動画を用いた紹介も引き続き行っていく。

・ 顔認証付きカードリーダーを申込済の医療機関・薬局について、アンケート調査やヒアリング等を通じて、
その準備状況や導入に係る課題等を把握していく。

システム事業者を
通じた働きかけ

・ 主要なシステム事業者に対して、顧客である医療機関・薬局におけるオンライン資格確認等システム導入
予定を把握し、早期のシステム導入を行うため、能動的な働きかけを行うよう依頼。月次で進捗のフォロー
アップを実施。

公的医療機関等
・ 公的医療機関等について、個別の導入予定を関係省庁等と協力し把握するとともに、早期の導入・導入時

期の前倒しを依頼。進捗状況を随時確認。

チェーン薬局
・ 顔認証付きカードリーダーを一括で200台以上申し込んだ大手チェーン薬局について、導入状況や導入に

係る課題を把握し、早期の導入や導入時期の前倒しを依頼。
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各委員の発言要旨（「令和４年度診療報酬改定の基本方針について」関係） 

 

＜全体について＞ 

・ 全体としてこれまでの議論が反映されていると思う。 

・ 過疎地、僻地、離島など、医療の提供に非常に苦労している地域があり、医療アクセ

スがないと定住もままならなくなる。命と財産を守る要になるのが地域医療の確保だと

思うので、全体を通じて、地域医療の確保を重視していただきたいと思う。 

 

＜改定に当たっての基本認識＞ 

（患者・国民に身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現） 

・ 医療と経済の発展と書かれていることに違和感を覚える。命かお金かと言ったら命の

ほうが大切。医療の発展や医療の安定供給が第一なので、その辺の表現を考えていただ

きたいと思う。 

 

＜改定の基本的視点と具体的方向性＞ 

（全体について） 

・ 改定の基本的視点１から４についてはおおむね賛同。特に視点１と２を重点課題とす

ることに賛同。 

・ 基本認識で「全世代型社会保障」の実現がうたわれているが、基本的視点になると、

ちょっと見えなくなっている感があるので、入れ込んでいただきたい。 

・ 大都市近郊では救急車が来ても受入先が決まるまで１時間くらいその場で連絡を取っ

ていることをしばしば見る。医療の体制、医師や看護師等の数の問題、働き方の改革、

それらが組み込まれるような診療報酬体制を考えていただきたいと思う。 

 

（新型コロナウイルス感染症等にも対応できる効率的･効果的で質の高い医療提供体制の

構築） 

・ 新型コロナウイルス感染症に関する診療報酬上の特例的な対応については、今後その

検証をしっかりしていただきたいと思う。 

・ 診療報酬上の何らかのインセンティブ等、感染対策の裾野を広げるための対応も必要

ではないか。 

・ 平時と緊急時のいずれにも対応できる効率的・効果的な医療提供体制を構築すること

は、重点課題であると考える。地域医療構想の推進等により、地域全体での医療機能の

分化・強化、連携を引き続き着実に進めていくことが必須であり、診療報酬によっても

後押しをする必要があると考える。 

・ 平時と緊急時で医療提供体制を迅速かつ柔軟に切り替えることがなかなかできなかっ
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た原因は、医療従事者等の確保が難しいことにある。余裕がない医療提供体制を強いら

れた中で、新型コロナウイルス等に対応することは難しかった。新興感染症等について

は、それを踏まえた余裕の部分を明確に示せるような形でやっていかないと、逼迫した

状態が続いて対応できない。 

・ 新型コロナ対応でも明らかになったとおり、ぎりぎりの人員配置では非常時の対応が

できない。病床はいざとなれば臨時の確保も可能だが、重症患者に対応できる医療従事

者を急に確保することは難しいと思う。重症患者にも対応できる医療従事者を平時から

ある程度手厚く配置することも必要だと考えている。 

・ 感染症に関する専門性の高い看護師が、地域の医療機関や介護保険施設等と連携して、

地域の感染対策に貢献してきた。こうした人材は大規模病院に集中しているので、それ

らの人材が小規模病院や介護老人保健施設、特別養護老人ホーム等とも連携して支援を

行うことは重要。平時からの取組が重要で、それによって地域における感染対策の水準、

医療の質の向上を図ることが期待できる。診療報酬でも後押しする必要があるのではな

いかと考える。 

・ コロナ禍において、地域の複数の医療機関が連携して対応する新しいモデルも見られ

ているので、複数で実質的な連携によって医療を確保するものが今後の新しい医療モデ

ルとして推進されるような評価の仕方を考えていただきたい。 

・ 医療機能の分化・強化、連携とあるが、地域の人口の動態等を鑑みて、一定の集約化

も必要であると考える。 

・ 大病院にかかるときにかかりつけ医の先生から紹介状を持ってきてもらうと、時間も

手間も省ける。現在、選定療養の制度で対応しているやり方はかなりいい方法だと思う

ので、充実していくことは賛成。しかし、全ての病院にこれを当てはめるのは無理なの

で、そこはこの審議会で十分に議論をさせていただきたいと思っている。 

・ 「かかりつけ医を中心とした外来医療や在宅医療を含め、地域医療全体を視野に入れ、

適切な役割分担の下、必要な医療を面として提供する」との記載があり、これは非常に

重要。 

・ かかりつけ医の機能や仕組みを整理し、外来や在宅を含めた地域全体での医療機能の

分化・役割分担を進めることが重要ではないか。 

・ かかりつけ医機能の評価について、患者目線で見て納得感が得られるような評価とな

るように検討いただきたいと思う。 

・ かかりつけ医の定義や在り方については十分な整理がなされていない状況であり、か

かりつけ医機能が果たされることによる患者のメリットを明確化し、それに見合った評

価をしていくという方向性について、しっかりと議論をしていく必要があると考える。 

・ かかりつけ医の枠をある程度を決めることはいいが、がっちりはめてしまうと、切磋

琢磨できないかかりつけ医制度になってしまう。世界に冠たる日本の医療保険制度体制

のいいところであるフリーアクセスを担保することによって、良質なかかりつけ医が淘
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汰されずに生き残っていくシステムをつくり、それが地域に根差していくという体制が

できるような少し先を見た体制も必要ではないか。 

・ かかりつけ医機能自体がばらばらであり、かかりつけ医を定義することは難しいので、

これを法的に制度化するのは無理である。無理に制度化して、がちがちのものをつくれ

ば結局は患者に迷惑がかかる。一つの機能だけでなく、いろいろな機能が合わさってそ

の方に合わせて対応しているというのが日本の医療の特色であり、むしろその機能を充

実させることが大切。かかりつけ医機能を充実させることが大事であって、制度化する

ことが一番いい方法だという主張は間違いだと思う。 

・ 口腔健康管理を行うことで、誤嚥性肺炎等のリスクを軽減することが明らかとなって

きている。コロナ禍での受診控えなどがあり、介護施設等を含む受療困難者の口腔の問

題は依然としてあるので、歯科訪問診療の充実も念頭に置いた改定をお願いしたい。 

・ 地域包括ケアシステムの構築について、在宅医療、介護の需要はこれからますます高

まっていく中で、24時間対応の医療や入院や在宅及び施設のサービスとの密接な連携体

制の構築は道半ばである。これまで基本認識や基本的視点に位置づけられてきたことを

踏まえれば、介護サービスとの連携による在宅医療体制の構築も引き続き推進していく

ことが必要ではないかと思う。 

 

（安心・安全で質の高い医療の実現のための医師等の働き方改革等の推進） 

・ 医師の働き方について、職場の観点ばかりが取り上げられているが、働く人の生活を

重視し、ワーク・ライフ・バランスの確立や仕事と家庭の両立を考慮していただきたい。

多様な働き方や柔軟な働き方を考える必要がある。 

・ 医師の働き方改革について、事務的な処理など医師でなくてもできる仕事が多々ある。

医療事務者をつけていただく制度が始まり、充実しているが、まだまだ十分ではない。

単純な労働時間ではなく、医師が育つのに必要な時間を別に考えていただき、それと同

時に事務的なことを専門職種に任せていくことが大変必要ではないかと思う。 

・ タスク・シェアリング／タスク・シフティングを進めるためには、各病院が採用に苦

労している看護補助者の確保・定着に寄与する措置が必要だと考える。マンパワーの確

保なしにこれは進まないので、診療報酬においてもさらなる対応が必要だと思う。 

・ 医師の働き方について、残業時間が年間1800時間くらいまで認められるような在り方

が本当にいいのか。通常の８時間労働プラス若干のアルファくらいで平時やっていける

ような改正があって初めてコロナ禍のような場合に、緊急対応ができるようになるので

はないか。 

・ 医師の働き方については、医科歯科連携の推進を進めることでこれを推進できる部分

が多いと考えている。様々な点からの医科歯科連携の視点を御検討いただきたい。 

 

（患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現） 
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・ 国民が、革新的医薬品を含めたあらゆる医薬品に必要なときにアクセスできることで、

安心・安全で質の高い医療が実現する。 

・ 医薬品の安定供給のためには、サプライチェーン全体の機能を強化することが求めら

れ、今年４月に初めての中間年改定が行われたが、製薬企業、医療機関、薬局はもちろ

ん、卸を含めた検証が必要だと思う。 

・ 薬価の評価については、創薬力の強化、イノベーションの推進が基本認識や基本的視

点に入っているので、この方向で検討いただきたいと思う。 

・ オンライン診療について、コロナのときも接触せず診られるというのは完全に緊急時

の対応であり、見ただけで分かる病気もあるが、それでは十分なことができない病気の

方が多い。オンラインだけで全てに対応するのは無理。オンライン診療は大変役に立つ

が、初診から、新患からは絶対に無理なので、そこのところを十分に考えていただき、

むしろ、今回のコロナへの対応で、地域でかかりつけ医を持っていただくことによって

対応できるということがよく分かったので、協力いただきたいと思う。 

・ 10月20日からマイナンバーカードの健康保険証利用が可能になったが、利用率等はま

だまだこれからという報告があったので、こういったことのアクセスが広がることもし

ていかなければいけないと思う。健康や医療は一人一人の意識と努力がとても大切だが、

マイナンバーカードを使っての端末活用やほかの端末を使った自己管理、そして医療や

薬剤等を受けるときの適切な安全と有効な活用の仕方など、将来は全てマイナンバーカ

ードで連携されて可能になっていくはず。そういったことを見据えながら、診療報酬に

おいても全体がうまくなるような工夫を取り入れていただくことがデジタル社会の実

現に資すると思う。 

・ 評価ということが何度も出てくるが、評価のシステム、評価の主体等を具体化してい

ただきたい。 

・ 歯科においても、厚労科学研究などで在宅現場等でのICT利活用の検証を行っている。

好事例は取り上げていっていただきたいと思っている。加えて、歯科の補綴物の製作等

におけるデジタル技術の応用など、ICTに関する新しい効果的な技術についての検討も

進めていただきたいと考えている。 

 

（効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上） 

・ 限りある医療資源を有効活用するという観点から医療資源の重点配分という方向性も

書き込んでいただきたいと思う。 

・ 後発医薬品の使用促進について、後発医薬品の薬価取引単価が低く、需要増加に対応

できる生産体制の構築が難しく、急激な需要増加に対応できなかったのではないかとい

う声を聞いている。海外産原料の調達が困難という状況も考えると、医療費の適正化を

後発品への過度なシフトや薬価低減にのみ頼るのは危険であり、取引価格の適正化につ

いても今後検討すべきと考える。 
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・ 後発医薬品について、全都道府県で80％以上という新たな目標の達成に向けた方針を

明確に示していただくとともに、導入から10年以上が経過した体制加算の今後の在り方

をはじめ、診療報酬における対応を検討していく必要があると考える。 

・ 後発医薬品について、日本にはしっかりとした薬品をつくる会社が多々あるので、そ

こに育っていただき、国内でつくっていただくことが大事だと思う。特に抗生物質や循

環器の基礎薬品については決して供給が止まることのないようにやっていただきたい。

財政的に安いほうがいいのは分かるが、それだけでは国民の命は守れない。 

・ 後発医薬品の使用促進だけでなく、品質確保についても併せて方向性として位置づけ

る必要があるのではないか。 

・ 敷地内薬局の公募に応じることのできる薬局を経営する法人の収益状況なども踏まえ

た見直しの方向性をお願いしたいと思う。 

・ 歯科や調剤についても効率化・適正化の余地があるのではないかと考えるので、検討

いただきたいと思う。 

 

（その他） 

・ コロナ対応は直近では最重要だが、地域包括ケアシステムの推進も政策的な大きな流

れがある。最近は地域包括ケアと地域共生社会の融合が図られようとしていると思う。

地域包括ケア、さらにできれば地域共生社会といった視点も取りまとめに向けて少し入

れ込んでいただきたいと思う。これからは地域を基盤とした制度間の横の連携が非常に

重要になってくる。 

・ かかりつけ医には、健康に関するアドバイスや予防医療を提供することが期待されて

おり、国民がかかりつけ医を通してヘルスリテラシーを高め、軽微な疾病には自分で対

応するというセルフメディケーションを進めていくべきだと思う。軽微な疾病に対する

医師の負担を減らし、より高度な治療が必要な疾病に集中できる環境を整えることで、

医療資源の有効活用が図られるのではないかと考える。地域の薬局や薬剤師、登録販売

者などを活用したセルフメディケーションの推進も重要。 

・ 医師、看護師等医療従事者の数が適正なのか疑問。 

・ 新型コロナウイルス感染症の検査を充実しないと対応できないのではないかと思う。

その辺がきちんとすれば、医療体制の面でももう少し余裕をもって臨めるのではないか。 
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第145回社会保障審議会医療保険部会（令和３年９月22日） 

各委員の発言要旨（「令和４年度診療報酬改定の基本方針について」関係） 

 

 

＜全体について＞ 

・ 前回改定に新興感染症等に対応できる医療提供体制の構築を追加することについて特

に異論はない。 

・ 改定の基本認識や視点に関して案に特段の異論はない。 

 

＜改定に当たっての基本認識＞ 

（全体について） 

・ ２ページの基本認識に掲げられている例示について、特に違和感はない。 

・ 人生100年時代の健康長寿や、国民が安心して任せられる医療の確保、持続可能な社会

保障制度との連携は重要。 

 

（新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症等に対応できる医療提供体制の

構築） 

・ 新型コロナウイルスのために、大変な苦難にあって腐心をされている医療の現場への

配慮を特に考えるべきではないか。 

・ 今回特に重要なことは、新型コロナウイルス感染症への対応を含めた医療提供体制を

どう構築し、その体制を保つかだと思う。 

・ ここは単に「医療提供体制の構築」という表現にとどめるのではなく、この例の文言

の中に、「効果的な入院医療体制の強化」や「安全・安心な外来医療体制の構築」とい

った文言を加えていただきたい。 

・ 基本認識の中で、より危機感の高い表現を用いるべきではないか。 

 

（患者・国民に身近で、どこに住んでいても適切な医療を安心して受けられる社会の実現、 

 医師等の働き方改革の推進） 

・ 全国的に見て地域医療の確保がとても大事な時代。地域医療の確保に努力されている

医療機関への配慮も検討が必要ではないか。 

・ ３つ目の欄に「患者・国民に身近で」とあるが、患者とそれを支える人々というよう

な視点を盛り込んでいただきたい。 

 

（社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和） 

・ コロナ禍において大変難しい改定となることは間違いない一方、高齢化の進行や現役

世代の減少といった趨勢を踏まえれば、引き続き「社会保障制度の安定性・持続可能性
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の確保、経済・財政との調和」は重要な点である。 

・ 厳しい財政状況、企業業績や雇用情勢の悪化などを踏まえ、危機に直面している現状

を国民全体と共有するような表現を用いてはどうか。 

 

（その他） 

・ コロナで非接触性が重視され、また、移動の負担を減らしながら患者のケアをすると

いう意味からも、オンラインでの医学的・医療的な対応が重視される時代に向かってい

くと感じる。こういったことにも配慮いただきたい。 

・ 診療報酬制度の在り方そのものについて議論すべき時期に来ているのではないか。 

 

＜改定の基本的視点と具体的方向性＞ 

（全体について） 

・ 基本的な視点については全体的に了解できる。 

・ これまでの改定の視点をベースにして、新型コロナウイルス感染症をはじめとする新

興感染症等に対応できる医療提供体制の構築という視点を追加することについて賛成。 

 

（新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症等に対応できる医療提供体制を

構築する視点） 

・ 診療報酬体系の中でもコロナ治療に当たる病院に対する措置を継続していただきたい。

地域の中核病院は、コロナ治療のみならず、そのほかの一般医療を並行してやっていか

なければならず、負担がかかっている。十分な配慮がないと、第６波や新しい感染症な

どに耐えられないおそれがある。 

・ 新型コロナウイルス感染症に関する診療報酬上の特例的な対応については、効果検証

が今後必要。 

・ 今般のコロナ禍の対応を通じて、機能分化、連携や医療機能の集約が不十分であると

いうことが顕在化しており、これは、我が国の医療提供体制の構造改革を要する大きな

課題。診療報酬だけで動くものではないが、国民の安心・安全の確保のために効果的な

形で医療機能の分化・連携、あるいは集約化を進めることも一つの方策であると考えら

れる。 

・ 入院医療の機能分化・強化、連携のさらなる推進や国民・患者が自らに合ったかかり

つけ医を選べるようにするためのかかりつけ機能の強化について、これを新型コロナ対

応も踏まえた１つ目の項目のほうに記載する形にしていただきたい。 

・ このコロナ禍でかかりつけ医の役割が改めて見直されて、その重要性が国民の間で認

識できた。 

・ 平時から人員配置にある程度の余裕がないと緊急時に対応できない。そのような方向

性を示すべきだと考える。また、一般の医療機関や地域の介護施設等も含めて、地域に
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おける感染管理の水準の底上げを図る必要がある。 

・ 感染拡大時を含めて、必要なときに必要な医療を受けられる体制を構築するというの

が基本。そのためには、感染拡大を考慮した地域医療構想の再検討が基本になる一方、

日本全体の医療提供体制の改革につながる診療報酬改定を検討していく必要があると

思っている。 

・ 医療提供体制については、累次の感染拡大局面において十分な受入体制が整わないな

ど、その機能不全、脆弱は明らかになったと思うので、適切な医療提供体制の再構築が

なされることを期待して支持したいと思う。 

・ 診療所における感染防御に対しての施策がまだ十分ではないので、その辺りも力を入

れていただきたい。 

・ 感染対策について、歯科は基本診療料で主に評価されている。令和２年の改定で見直

しがされたが、まだまだ不十分であると考えている。歯科に関しては、個人立の医療機

関が多く、経営体力が非常に乏しく、現状では良質な歯科医療提供体制の維持に関して

極めて困難な状況が想定される。実情を鑑みて御検討いただきたい。 

 

（医療従事者の負担を軽減し、医師等の働き方改革を推進する視点） 

・ 医師から看護師へのタスクシフト・タスクシェアと同時に、看護師から看護補助者等

へのタスクシフト・タスクシェアを進める必要がある。看護補助者の確保・定着に寄与

する措置が必要と考えている。 

・ 病床や医薬品、医療機器などの確保に加えて、それらを支える人材の確保まで含めた

体制整備は不可欠。看護職員を含めて医療従事者全体の労働環境の改善につながる報酬

改定としていくことが必要だと思う。 

 

（医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進に関する視点） 

・ 全ての人がかかりつけ医を持つにはどうしたらいいのかという視点で、効果的な施策

の検討をお願いしたい。 

・ 「外来機能の明確化・連携の推進」や「質の高い在宅医療・訪問看護の確保」が非常

に重要。比較的高度な医療が必要な患者さんであっても地域で尊厳ある生活を継続でき

るよう、訪問看護ステーションの量的確保のみならず、機能を強化することや、医療機

関・訪問看護ステーション・その他関係機関との間における情報連携、オンライン診療

時の看護職によるオンライン指導などを推進する必要がある 

・ 薬局・薬剤師が、地域包括ケアシステムの中でかかりつけ機能をより強化して、かか

りつけ医をはじめとする他の職種と連携して、患者に対して一元的、継続的な服薬管理

を行い、個別最適化した薬物治療を提供していけるよう、取組を推進すべきと考える。 

 

（患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療を実現する視点） 
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・ 感染症に対応可能な医療体制の構築とともに、人口、疾病構造の変化に対応して、患

者のニーズに添った効率化・効果的な医療体制の構築を進めること。 

・ 薬局・薬剤師業務について、対人業務をより充実して医薬品の適正使用をより進めて 

いくべきだと思うが、薬剤師の基本的で最も重要な業務の一つが医薬品の備蓄、管理、 

薬剤の加工、調製などの対物業務。医薬品の適正使用のためには対物業務を適切に実施 

することが重要で、その上で対人業務を推進していくべきと考える。 

・ オンライン診療などは、このコロナの中で威力を発揮することが分かった。様々な議

論はあると思うが、審議会での議論の中でよくもんでいただきたい。 

・ オンライン診療について、対面との報酬の違いがその阻害要因となっているようであ

れば、その点の解消についても検討していくべきと考えている。 

・ オンラインは特に山間地、過疎地域や脳卒中などで家にいなければならない場合には、

大変良い武器。今回も接触をしないという意味でオンライン診療は大変高く評価され、

使っている先生も多いので、これは進めねばならない。しかし、これはエマージェンシ

ーにおいての対応。オンラインだけでは検査もできないし、救急のときの搬送もできな

い。そういったことにならないよう、評価については十分理解していただいた上で、十

分対応してもらわねばならない。やはりオンラインの拠点はその患者さんの近くにある

べき。 

 

（効率化・適正化を通じて、制度の安定性・持続可能性を高める視点） 

・ 医療の効率化・適正化、医療資源の重点配分という趣旨もしっかりと書き込んでいた

だきたいと思う。 

・ 方向の例として示されている項目が薬剤に関連した事項に限られているのは不十分で

はないかと考えている。薬剤に限らず、入院医療や外来医療などについても効率化・適

正化という視点が重要で、基本方針に盛り込むべきと考える。 

・コロナを直接診る、診ないは別にして、苦境にあえいでいる医療機関が多いということ

も理解した上で、いろいろな施策の具体的な方向性を示していただければと思う。持続

可能な保険制度ということを貫くことはもちろんやぶさかではないが、疾病構造の変化

も丁寧にお示しいただきながら、令和４年度の改定に向けてやっていただければと思っ

ている。 

・ やはり2025年から40年に向けて、高齢者増の割合よりも現役世代の急減が大きな社会

的な問題になっていく等のマクロの状況や、適正化の手段も限られてくる中で、これか

ら先の持続可能性について、中長期的、抜本的な議論がこの場において開始されること

を期待したいと思う。 

 

（その他） 

・ 薬価については、イノベーションを牽引する重要な産業でもあることから、創薬力の
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強化の視点も盛り込むべきと考えている。 

・ 改定の基本的視点と具体的方向性にイノベーションの評価、そして、医薬品の安定供

給の確保が必要と思う。安定確保医薬品に位置づけられた医薬品については、薬価制度

上の措置の在り方についても議論が必要だと思う。 

・ 今後、画期的な医療技術、新薬が遅滞なく医療現場に届けられるように、配慮してい

くべきではないかと思う。そのような意味で、イノベーションの適切な評価並びに安定

供給という言葉が方向性に入ったほうがいいのではないか。 

・ ワクチンや基本的な薬剤は国産で作っていただかないといけないのではないか。薬が

なくなると大変なことが起きるので、費用だけを優先して、とにかく安く作るというこ

とを考えると、いろいろなひずみが来る。 

・ 敷地内薬局について、このような公費の使い方をするということは、国の方針、保険

診療として適切でないことに、通常の給付を行うことになり、診療報酬の適正化だけで

はなく、給付のあり方、その是非を含めて検討すべきだと思う。 

・ 医療事故を含めて、安全のためには費用が要る。同時に、情報の開示とチェックが要

る。第三者による評価をしていかないと、こういったものは完全にならないので、そう

いったことも今回の指針の中に入れていただきたいと思う。 

 

 

 

 



 令和３年 12 月１日 第 147 回社会保障審議会医療保険部会 参考資料 1－２ 

第82回社会保障審議会医療部会（令和３年11月２日） 

各委員の発言要旨（「令和４年度診療報酬改定の基本方針について」関係） 

 

＜全体について＞ 

・ これまでの議論を踏まえた内容となっており、方向性について賛同。 

 

＜改定の基本的視点と具体的方向性＞ 

（全体について） 

・ 視点１と２を重点課題とし、より差し迫った課題に対応するという方針に賛成。 

・ 視点１、視点２を重点事項とするにしても、それが診療の対価である診療報酬とどの

ように関係するのかということについて、中医協で十分議論を詰めていただきたい。 

 

（新型コロナウイルス感染症等にも対応できる効率的･効果的で質の高い医療提供体制の

構築） 

・ 感染症拡大を考慮しつつ、外来を含め、あらゆる設置主体の医療機関の参画による地

域医療構想の再検討とともに、日本全体の医療提供体制の改革につながる報酬改定を検

討していく必要があることについて賛成。 

・ コロナ患者の診療、治療に対する診療報酬については、継続することはもとより、引

き上げていただくようお願いする。コロナ患者を受け入れていない医療機関も、厳しい

経営状況に置かれており、地域医療を確保していく上で課題となっていることから配慮

をお願いしたい。 

・ コロナ禍で、不要不急ではない２次救急等の救急医療が、地域を守るという面では本

当に大事であったと認識している。地域医療を守るという意味では、救急医療体制の堅

持を明記するか、同類の文言を何らかの形で書いていただくかお願いしたいと思う。 

・ 歯科における口腔健康管理については、重症化予防のところで取り上げられているが、

新型コロナ感染症の対策等においても、口腔を通した感染経路への対応として、感染予

防への役割は大きいものと思っている。こうした観点からの充実も図っていただきたい。 

・ 病床確保に関して、診療行為の対価としての診療報酬だけで対応するのは難しいので

はないか。そういった意味では、どこかに補助金でやるといったことを明記しないと、

診療報酬だけで病床確保をやるというふうになり、ミスリーディングなのかなと思う。 

・ これまでの新型コロナ対応で明らかになったとおり、現状のようなぎりぎりの人員配

置では、非常時の対応は困難。国民の命を守るためには、必要なところには平時から手

厚く人員を配置すべきと考える。特に、重症患者にも対応できる医療従事者を平時から

ある程度手厚く配置することは重要だと考える。 

・ 感染症に関する専門性の高い看護師が、地域の医療機関や老健、特養等の介護保険施

設と連携して、感染症対策に貢献した。こうした人材は、大規模病院に集中しているが、
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そうした人材によって地域全体の感染症対策の底上げにつながると思っている。平時か

らの取組として、手厚い人材配置についても検討いただきたいと思う。 

・ 平時においても、医療従事者が不足して困っている地方や診療科も少なくないと思う。

ここに働き方改革によって、健康確保措置が実施されると、外来とか救急受入れに支障

が出ることも予想される。そこをどう支えていくか今から本気で考えていくべきだと思

う。情報共有と連携が極めて重要。人手が必要なら連携して機動的に応援を出す仕組み

なども拡充していけるように工夫が必要で、そういった取組を評価する方法も考えてい

くべきと思う。 

・ 地域の人口などを見ると、今後は、一定の集約化も必要になってくるのではないかと

思うので、記載を検討いただきたいと思う。 

・ 紹介状なしの患者に係る受診時定額負担制度の見直しと、教育や患者への啓発も並行

して行っていただけたらいいかなと思う。 

・ かかりつけ医機能を評価するという記載はあるが、それを一層進めて強化するという

記載がないと思う。この点をもう少し詳細に書いていただきたい。 

・ コロナで浮き彫りとなった課題を踏まえ、今後はかかりつけ医を中心として、地域医

療全体を視野に入れて、適切な役割分担のもとで必要な医療を面として提供していくこ

とが非常に重要だと考えている。 

・ かかりつけ医の評価について、患者の目線で見て納得感を得られるような評価となる

ように検討いただきたいと思う。希望する患者が医師とかかりつけ医関係を結べる環境

を診療報酬上で整えていくことを今次改定で検討してもらいたいと思う。 

・ かかりつけ医はどこにも定義がない。かかりつけ医機能というのは、大臣告示で示さ

れている。かかりつけ医機能は明確化されているので、それをきちんと書いていくこと

が大事ではないかと思う。その上で、このかかりつけ医機能を中心として、外来や在宅

をしっかりやっていくとすると、適切な分散化をしないといけない。 

・ 質の高い在宅医療、訪問看護の確保を書き込んでいただいているが、広大な面積を有

する中山間地等においては、訪問の範囲、距離が非常に遠くなり、都市部ほど患者を診

ることができないため、訪問診療医の関与や医療機関が訪問診療部門を創設するという

ことが進みにくい。そうしたことをカバーするような診療報酬上の配慮があると大変あ

りがたい。地域の事情を踏まえた在宅医療、訪問看護の確保というような視点を入れて

いただけると大変ありがたいと思う。 

・ 歯科における訪問診療等の充実も図っていただきたい。その際、ICTの活用等も有用で

はないかと考えているので、こういった点について配慮いただきたい。 

 

（安心・安全で質の高い医療の実現のための医師等の働き方改革等の推進） 

・ タスク・シェアリング／タスク・シフティングを進めるためにも、看護補助者の確保・

定着に寄与する処遇の改善や研修の充実など、何らかの措置が必要だと考えるので、検
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討いただきたいと思う。 

・ 看護補助者の確保は難しくなっている。処遇の改善について、しっかりと医療の現場

に合うような形で導かれるようにお願いしたい。 

・ 地域の救急体制を維持するために加算措置等を講じていただきたいと思っているので、

配慮をお願いしたい。 

 

（患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現） 

・ 安定確保医薬品の安定確保の観点からの記載も必要と考えている。 

・ 健康寿命の延伸について、例えば重症化予防とか、健康寿命延伸について診療報酬で

カバーすべき具体策の記載が乏しいのかなと思う。視点３かと思うが、検討いただきた

いと思う。 

・ 視点３に、重症化予防の取組の推進を記載すべきではないかと思う。 

・ 精神医療の評価と書かれているが、児童精神の分野は、家族、地域の親御さん等のニ

ーズが非常に強いので、ここは児童も含めた精神医療と考えていただきたい。また、小

児においても、小児神経の分野、特に発達障害のお子さんを診るような分野については、

リハビリも含めて評価がついてきていないところもあるので、その辺りの重点化を図っ

ていただけると大変ありがたい。 

・ デジタル化への対応というものを適切にやっていきたいが、これには非常に負担がか

かってくる。今回の診療報酬改定等でやっていただくのも目指していただきたいと思っ

ている。 

 

（効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上） 

・ 人口減少、超少子高齢化が進む状況に変わりはないこと、効率的な医療提供体制の構

築により、医療費の増加抑制にも努めなければならないことを踏まえて、制度の安定

性・持続可能性の確保に向けて、視点４に記載されていることに異論はない。 

・ 限りある医療資源を有効活用する観点から、医療資源の重点配分といった方向性も書

き込んでいただくようにお願いしたいと思う。 

・ 医療資源を重点化するには、医療機関そのものが、ある程度再編・統合して拠点化し

て対応することが必要だと思う。 

・ 安定供給の確保に留意しつつ、新目的を実現するための取組を推進するとあるが、現

在起きている未曾有かつ危機的な後発医薬品の供給不足の状況を現実的に表していな

いと感じてしまう。後発医薬品の供給停止、調整の現状及び安定供給の回復状況を踏ま

え、新目標を実現するための取組を推進といった書きぶりに見直すべきではないかと考

えている。 

・ 歯科、調剤についても、効率化の余地はあるので、入院や外来と同様に、これらにつ

いても、その記載を検討いただきたい。 
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（その他） 

・ 病床や医薬品、医療機器などの確保に加え、それらを支える人材の確保まで含めた体

制整備が不可欠。新型コロナ禍で疲弊してきた医療現場からは働きに見合った処遇を求

める声を聞いている。処遇改善についての明示が、現時点ではないことは残念であり、

医療従事者のモチベーションを向上させるためにも再考をお願いしたい。 

・ 質の高さを追求し過ぎて、専門的な診療が提供できないから入院の受入れができない

というのは本末転倒。有事においては、専門外であっても、患者のために、今できるこ

とを精一杯対応すべきと思う。 

・ 総合診療医について、養成数が極めて少ない段階で、その重要性が今回の文章の中で

は認識されないような気がするので、総合診療医の活躍を期待する動きを取るというよ

うな内容がほしいと思う。 
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第81回社会保障審議会医療部会（令和３年10月４日） 

各委員の発言要旨（「令和４年度診療報酬改定の基本方針について」関係） 

 

＜全体について＞ 

・ 改定の基本認識、視点、方向性について、概ね異論はない。 

・ この基本方針というのは来年の診療報酬の基本方針なのか、長期的なビジョンを示す

のかということとも関係するのだと思うが、大きな方向性と具体的に次の診療報酬改定

で何をするかということはある程度切り分けて考えるべきではないかと思う。 

・ ８月５日の医療部会でも様々な意見を申し上げているが、その意見がどこに具体的に

反映されているのかが明確ではないと感じている。 

・ 患者・国民が、こういうふうに医療が変わってきたから、今、自分たちはこういうふ

うに考えて行動しなければいけないということがなかなか伝わってこないと思うので、

診療報酬の改定だけではなく、国民へのメッセージということも併せて考えていただき

たい。 

 

＜改定に当たっての基本認識＞ 

（全体について） 

・ 基本認識の例示について違和感はない。短期的視点ではなく、高齢化、現役世代の減

少という大きな変化に加えて、コロナ禍で明らかになった課題への対応を着実に医療制

度の中に取り入れていくという視点が重要。 

・ 新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症等に対応できる医療提供体制の

構築が重要。医師の偏在対策、医師・医療従事者の働き方改革とともに、今から取り組

むことが重要であると思っている。感染症拡大を考慮しつつ、地域医療構想の再検討と

ともに、日本全体の医療提供体制の回復につながる報酬改定を検討していく必要がある

と考えている。その際、人口減少、超少子高齢化が進む状況に変わりはないので、効率

的な医療提供体制の構築により、医療費の増加抑制にも努めなければならないと考えて

いる。 

・ 感染症に対応可能な医療提供体制の構築とともに、人口、疾病構造の変化に対応し、

患者のニーズに沿った効率的・効果的な医療提供体制の構築を進めるといった趣旨や、

高齢化や高額医薬品の登場などによる医療費の増大が見込まれる中で、医療資源の重点

配分が必要であるといった趣旨を書き込んでいただければと思う。 

・ コロナ以外の３点の基本的な認識は、今回の令和４年度の改定に限った話ではなく、

長期的に関わってくる話。これを毎回の改定の基本方針として議論するのはどうなのか

と思う。 

・ 複雑化している報酬体系の整理が必要と考えている。 
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（新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症等に対応できる医療提供体制の

構築） 

・ 新型コロナウイルス対策について今後も配慮していくのは重要。医療の関係者がある

意味非常に犠牲を払っている状況を診療報酬等でも支えていかなければならない。 

・ この９月いっぱいで診療報酬上の特例が廃止になったが、医療機関としては今後も継

続して負荷のかかった状態の診療が続くと考えている。今回の改定においても、こうい

ったパンデミックに対応できる診療報酬体系を十分に配慮しながらつくっていただき

たい。 

・ 医療提供体制の構築というところで止まるのではなく、この文言に続けて、効果的な

入院医療体制の強化とか、あるいは安全・安心で効率的な外来医療体制の構築といった

文言も書き加えていただければと思う。 

・ 地域における公立・公的病院が果たした役割は、今回の新型コロナ対策の中で非常に

大きいものだった。統廃合も含めて議論があった公立・公的病院の意義は、見直されな

ければいけない状況になってきていると思う。感染症対策など、医療の危機管理をやっ

ていけるだけのものを埋め込んだ形で報酬など諸制度が組み込まれていかなければな

らないと思う。 

 

（健康寿命の延伸、人生100年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現） 

・ 全世代型社会保障とは何か明確なものがなく、何を実現するかがよく分からない。全

世代型社会保障の実現という言葉にここに挙げられていることがほとんど包括的に含

まれてしまっているような状況で、構成的に若干変な形になってしまっているのではな

いかと危惧する。 

 

（社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和） 

・ 経済・財政との調和は非常に気がかりなところ。これは医療制度を超えて国全体の経

済情勢や所得分配に関わる重要な課題。 

 

（その他） 

・ 診療報酬は診療の対価であるという大原則を、何らかの形で書くべきだろうと思う。  

・ 医療体制の構築は地域によっていろいろ変わるので、地域というものを尊重するよう

な文言が欲しい。 

・ 地域によって様々なアプローチの差がある。そういう中で新型コロナと対峙している。

今後の検討の視点の中に加えていただければと思う。 

・ 新型コロナ禍で疲弊する医療現場からは、働きに見合った処遇を求める声を聴いてい

る。基本方針に盛り込む必要があるのではないかと考える。 
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＜改定の基本的視点と具体的方向性＞ 

（新型コロナウイルス感染症をはじめとする新興感染症等に対応できる医療提供体制を

構築する視点） 

・ 今回のコロナ禍で明らかになった課題を踏まえ、医療機能の分化・強化、連携といっ

たことは明確に書き込むべきだと思う。 

・ 感染症の対策が今後も全ての医療機関でしっかり実施できるよう診療報酬上も配慮を

していく必要があると感じる。 

・ 現状では緊急を要する医療体制の整備に対し補助金等が設けられたり、診療報酬上も

通常の点数の加算の取扱いが行われたりしているが、全体の整合性をとりながら、必要

なものをきちんと継続していくことが必要だと思う。 

・ これまでの特例的な対応を検証して、その上で今後の対応としての効果が確実に期待

されるか否かエビデンスに基づいて検討するという視点が重要。 

・ 平時から医療現場自体にゆとりがない。これは視点の例の１番目と２番目は密接に関

わっており、掲げておいたほうがいいと思う。 

・ 診療報酬で病院はぎりぎりに絞られていて、ゆとりがない中で緊急事態に対応しよう

と思っても無理がある。国はどう考えているのかという基本的な方向が分からないので、

明らかにしていただきたい。 

・ 平時から人員配置にある程度の余裕がないと緊急時に対応できない。そういった方向

性を示すべきだと考える。また、一般の医療機関や地域の介護施設等も含めて、クラス

ターの発生を抑止できるような、地域における感染管理の水準の底上げを挙げておいて

いただきたいと思う。 

・ コロナに対する対応を踏まえ、共通の認識として持っておきたいのは、医療従事者が

自分の専門に関わらず、必要に応じて新たに知識や技術も身につけながら、なるべく幅

広い領域に対応できるようにしていくことが極めて大事であるということであり、その

ことが継続できるような評価が行われることが必要。 

・ 病床の準備の状況がどうなっているかなど、病院の状況をしっかり地域で把握できる

ような取組について、さらに進めていく必要があると思う。地域で病床の状況が共有さ

れた場合の診療報酬上の評価について検討していただきたい。 

・ 外国のように急性期に対応する病床を病床と定義し、慢性期、長期病床の表現を変え

ないと、なかなか国民の理解が得られないと思う。 

 

（医療従事者の負担を軽減し、医師等の働き方改革を推進する視点） 

・ タスク・シフティング、タスク・シェアリングを例の中に入れたほうがいい。 

・ 看護師から看護補助者へのタスク・シフト、タスク・シェアの観点が重要だと考えて

いる。看護補助者については確保が困難だという現状もある。看護補助者の確保・定着

に寄与するような措置が必要だと考える。 
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・ 新型コロナウイルス感染症への対応の裏で、不要不急でない、いわゆる二次救急等の

急性期患者の対応もしっかりやってきたということも分かるように、救急等に関して何

らかの形で明記できないか。 

・ 医療従事者の負担を軽減するため、様々な措置を講じてもらえるのはありがたいが、

それが医療経営の負担にならないように考慮していただきたい。 

・ 業務の効率化のために、ICTの利活用を推進しろと言うのなら、国が標準の電子カルテ

を作るべき。国が標準のきちんとした電子カルテを作って、メンテナンス費は国が負担

するといった抜本的なことをすべき。 

・ 医師の長時間労働を改革するのならば、医師の数を増やさなければならないのに、一

方では削減する方向で進んでいるというのは矛盾していると思う。 

 

（医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進に関する視点） 

・ 基本的視点の上から３番目と４番目は統合したほうが分かりやすいと思う。 

・ 医療機能や患者の状態に応じた効果的・効率的で質の高い入院医療の評価という記載

があるが、入院医療の機能分化・集約化をどうやって推進していくかという視点で進め

るべきではないかと思う。外来に関する記載についても機能分化・集約化というものも

必要だと思う。 

・ 今回のコロナで身近なかかりつけ医が重要なことが国民的な合意に近くなってきてい

るのではないかと思うので、かかりつけ医機能の強化、推進も重要な課題。 

・ 外来機能について、「明確化」というところまでこの令和４年度でできるのか文言と

して気になる。 

・ 訪問看護ステーションの量的確保と機能強化については、これまで以上に重要だと思

っている。同時に、医療機関、訪問看護ステーション等の関係機関が必要な情報を共有

するということが必要と考える。 

・ 在宅においても訪問診療や訪問介護、かかりつけ医の対応等の評価についてもより充

実させていくことが引き続き重要になってくるのではないかと思う。 

・ 病院と病院間の連携というのは極めて大事なのに、これまであまり扱われてこなかっ

たので何とかしていただきたい。 

 

（患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療を実現する視点） 

・ 「アウトカムに着目した評価」と記載されたことによる縛りが生じてくるだろうと思

うので、書きぶりについては少し配慮が必要なのかなと思う。 

・ 医療におけるICTの利活用に関しては、これに対する負担等をしっかりと診療報酬の評

価で考えていただきたい。これも明記していただければありがたい。 

・ オンライン診療もコロナで浸透して、今後においても重要になっていくと思うので、

対面診療との報酬差が阻害要因になっているのであれば、そういった点の解消も重要な
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視点であると思う。 

・ オンラインの遠隔診療などについて、地方においても対応が可能なように評価を充実

していくことが重要と考えている。 

・ オンライン診療について、診療報酬の点数の中で安全性を確保するような工夫をして

いただくことができないか。 

・ オンライン診療時の看護職によるオンライン指導を推進することが必要だと考える。 

・ ICTの利活用は、今ある医療資源を最大限に活用するキーワードだと思う。この重症度

の患者ならこの病院で対応できるとか、できるだけリアルタイムにマッチできる仕組み

とか、いろいろな仕組みでICTの利活用は重要になってくると思う。将来的には基本的

認識や視点のほうに格上げして、全体に共通した問題として捉えていくような重要な項

目と考えるべきと思う。 

・ データの標準化というのは避けられないが、そのためにどうしていくのかという国の

方針が絶対に必要だと思う。安心・安全で質の高い医療を目指していく一番の切り札な

のに、そこが全然書き込まれていないというのは非常におかしい気がする。それに対し

て国がどういう方針でどう支援をしていくのか、医療におけるICTの利活用という簡単

な言葉で済ませないでいただきたい。また、医療機関間における情報の共有化と、これ

を利活用する仕組みをどうしていくかということも考えていただきたいと思う。 

・ コロナのワクチンや治療薬の開発で、この分野は国の中でのイノベーションが重要と

いう認識が深まったと思う。創薬力の強化やイノベーションの適切な評価といった検討

の必要性もあるのではないかと思う。 

・ 医療技術や医薬品のイノベーションの評価、安定価格医薬品等の医療提供に不可欠な

資源の安定供給、それから、骨太にもあるサプライチェーンの強化、強靭化等をどのよ

うに推進していくかというところも、視点、方向性として重要なのではないか。 

 

（効率化・適正化を通じて、制度の安定性・持続可能性を高める視点） 

・ 方向性の例が薬剤に関連した事項のみになっているが、効率化というところでは外来、

入院、調剤、歯科、様々な視点から検討が加えられるべきだと思う。 

・ 「費用対効果評価制度の活用」とあるが、活用という文言になると、費用対効果を加

算のところの調整ではなく、幅広にどこかに使うというふうにも読み取れてしまう。現

行の費用対効果を充実していくというのが正しい表現ではないかと思っている。 

 

（その他） 

・ 敷地内薬局のビジネスモデルの問題をどう取り扱うかについて、どこかで読み取れる

ようにしていただきたいと思っている。 

 



令和４年度診療報酬改定の基本方針（骨子案）
参考資料
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平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
38％台の水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合

51.4%

高齢化率
38.4%

合計特殊
出生率
1.44

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2019 2025 2035 2045 2055 2065

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口59.5%

28.4%

1.36

12,617万人

11,913

3,716

6,875

1,321

8,808

3,381

4,529

898

（出所） 2019年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）、高齢化率および生産年齢人口割合は、2019年は総務省「人口推計」、それ以外は総務省「国勢調査」
2019年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」

日本の人口の推移
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（出所） 総務省「国勢調査（年齢不詳をあん分した人口）」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」

1990年(実績) 2025年 2065年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億2,254万人

65～74歳
1,133(13%)

20～64歳
4,189(48%)

～19歳
1,237(14%)

総人口
8,808万人

７５

６５

歳

75歳～
2,248(26%)

20～64歳
7,610(62%)

～19歳
3,258(26%)

２０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～19歳
1,943(16%)

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

20～64歳
6,635(54%)

○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。
○2065年には、人口は8,808万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約38％となる。

2019年(実績)

65～74歳
1,739(14%)

75歳～
1,849(15%)

総人口
1億2,617万人

～19歳
2,103(17%)

20～64歳
6,925(55%)

団塊世代
（1947～49年

生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

日本の人口ピラミッドの変化

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０
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出典：2020年以前は厚生労働省「人口動態統計」による死亡数（日本人）
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）」の死亡中位仮定による推計結果

(千人)

○ 今後も、年間の死亡数は増加傾向を示すことが予想され、最も年間死亡数の多い
2040年と2015年では約39万人/年の差が推計されている。

死亡数の将来推計
推計
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1人当たり社会保障給付費
年金

福祉その他

医療

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

1990
（平成2)

1950
（昭和25)

（兆円） （万円）

24.9

0.1 0.7

2000
（平成12)

2021
(予算ﾍﾞｰｽ)

129.6

社会保障給付費の推移

1970 1980 1990 2000 2010
2021

(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 386.0 361.9 393.6 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.9(100.0%) 47.4(100.0%) 78.4(100.0%) 105.4(100.0%) 129.6(100.0%)

（内訳）年金 0.9( 24.3%) 10.3( 41.5%) 23.8( 50.1%) 40.5( 51.7%) 52.2( 49.6%) 58.5( 45.1%)

医療 2.1( 58.9%) 10.8( 43.2%) 18.6( 39.3%) 26.6( 33.9%) 33.6( 31.9%) 40.7( 31.4%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.8( 15.3%) 5.0( 10.6%) 11.3( 14.4%) 19.5( 18.5%) 30.5( 23.5%)

Ｂ／Ａ 5.8% 12.2% 13.7% 20.3% 29.1% 32.9%

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成30年度社会保障費用統計」、2019～2021年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2021年度の国民所得額は「令和3年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和3年1月18日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2021年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。
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（昭和45)

1980
（昭和55)
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(平成22)
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後期高齢者（老人）医療費 （兆円）
※ （ ）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合

国 民 医 療 費 （兆円）

（兆円）

＜対前年度伸び率＞ （％）

（診療報酬改定） 0.2% ▲2.7% ▲1.0% ▲3.16% ▲0.82% 0.19% 0.004% 0.10% ▲1.33% ▲1.19% ▲0.07%
（主な制度改正） ・介護保険制度施行

・高齢者１割負担導入

（2000）

・高齢者１割
負担徹底
（2002）

・被用者本人
３割負担等

（2003）

・現役並み
所得高齢者
３割負担等
（2006）

・未就学児
２割負担
（2008）

・70-74歳
２割負担 (※)
（2014）

国民医療費の対GDP比

老人医療の対象年齢の引上げ
70歳以上 → 75歳以上

（～2002.9） （2007.10～）

（実績見込み）（年度）

注１ GDPは内閣府発表の国民経済計算による。

注２ 2019年度の国民医療費（及び後期高齢者医療費。以下同じ。）は実績見込みである。2019年度分は、2018年度の国民医療費に2019年度の概算医療費の伸び率（上表の斜字体）を乗じることによって推計している。

（※）70-74歳の者の一部負担金割合の予算凍結措置解除（1割→2割）。2014年4月以降新たに70歳に達した者から2割とし、同年3月までに70歳に達した者は1割に据え置く。

1985 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

(S60) (H2) (H7) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (R1)

国民医療費 6.1 4.5 4.5 ▲1.8 3.2 ▲0.5 1.9 1.8 3.2 ▲0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 1.6 2.2 1.9 3.8 ▲0.5 2.2 0.8 2.4

後期高齢者（老人）医療費 12.7 6.6 9.3 ▲5.1 4.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7 0.6 ▲3.3 0.1 1.2 5.2 5.9 4.5 3.0 3.6 2.1 4.4 1.6 4.2 2.5 3.9

GDP 7.2 8.6 2.7 1.2 ▲1.8 ▲0.8 0.6 0.7 0.8 0.6 0.4 ▲4.0 ▲3.4 1.5 ▲1.1 0.1 2.6 2.2 2.8 0.8 2.0 0.1 －

医療費の動向
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令和２年度診療報酬改定まで
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○ 医療機関の機能分化･強化と連携､在宅医療の充実等
入院医療･外来医療を含めた医療機関の機能分化･強化と連携､在宅医療の充実 等

平成２６年度診療報酬改定の基本方針のポイント

重点課題

改定の視点

● 充実が求められる分野を適切に評価していく視点
がん医療の推進、精神疾患に対する医療の推進 等

● 患者等から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で質の高い医療を実現する視点
医療安全対策の推進等、患者データの提出 等

● 医療従事者の負担を軽減する視点
医療従事者の負担軽減の取組、救急外来の機能分化の推進、 等

● 効率化余地がある分野を適正化する視点
後発医薬品の使用促進 等

将来に向けた課題

超少子高齢社会の医療ニーズに合わせた医療提供体制の再構築、地域包括ケアシステムの構築については、直ちに完成する
ものではなく、平成26年度診療報酬改定以降も、引き続き､2025(平成37)年に向けて､質の高い医療が提供される診療報酬体系の
在り方の検討も含め、医療機関の機能分化･強化と連携､在宅医療の充実等に取り組んでいく必要がある。

平成２５年１２月６日
社会保障審議会医療保険部会

社会保障審議会医療部会

○ 入院医療・外来医療を含めた医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等に取り組み、医療提供体制の再構築、

地域包括ケアシステムの構築を図る。

基本認識

平成26年度診療報酬改定
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平成２６年度診療報酬改定の重点課題と対応

重点課題 医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等

１．入院医療について

① 高度急性期と一般急性期を担う病床の機能の明確化とそれらの機能に合わせた評価

② 長期療養患者の受け皿の確保、急性期病床と長期療養を担う病床の機能分化

③ 急性期後・回復期の病床の充実と機能に応じた評価

④ 地域の実情に配慮した評価

⑤ 有床診療所における入院医療の評価

２．外来医療の機能分化・連携の推進について

① 主治医機能の評価
② 紹介率・逆紹介率の低い大病院における処方料等の適正化

３．在宅医療を担う医療機関の確保と質の高い在宅医療の推進について

４．医療機関相互の連携や医療・介護の連携の評価について

重点課題への対応

社会保障審議会の「基本方針」
・医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等

重点課題

平成26年度診療報酬改定
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「地域包括ケアシステム」の推進と、「病床の機能分化・連携」を含む医療機能の
分化・強化・連携を一層進めること
○「病床の機能分化・連携」の促進
○多職種の活用による「チーム医療の評価」、「勤務環境の改善」
○質の高い「在宅医療・訪問看護」の確保 等

「かかりつけ医等」のさらなる推進など、患者にとって安心・安全な医療を実現すること
○かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の評価 等

重点的な対応が求められる医療分野を充実すること
○緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価
○認知症患者への適切な医療の評価
○イノベーションや医療技術の評価 等

効率化・適正化を通じて制度の持続可能性を高めること
○後発医薬品の価格算定ルールの見直し
○大型門前薬局の評価の適正化
○費用対効果評価（アウトカム評価）の試行導入 等

○26年度診療報酬改定の結果、「病床の機能分化・連携」は進展。今後、さらに推進を図る必要。
「外来医療・在宅医療」については、「かかりつけ医機能」の一層の強化を図ることが必要。

○また、後発医薬品については、格段の使用促進や価格適正化に取り組むことが必要。

○こうした26年度改定の結果検証を踏まえ、28年度診療報酬改定について、以下の基本的視点を
もって臨む。

改定の基本的視点

視点１

視点２

視点３

視点４

「病床の機能分化・連携」や「かかりつけ医機能」等の充実を図りつつ、
「イノベーション」、「アウトカム」等を重視。
⇒ 地域で暮らす国民を中心とした、質が高く効率的な医療を実現。

２８年度診療報酬改定の基本的考え方
平成28年度診療報酬改定
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平成２８年度診療報酬改定の概要

○ 医療機能に応じた入院医療の評価（p.6）

○ チーム医療の推進、勤務環境の改善、業務効率化の取
組等を通じた医療従事者の負担軽減・人材確保（p.28）

○ 地域包括ケアシステム推進のための取組の強化（p.39）
○ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保（p.54）

○ 医療保険制度改革法も踏まえた外来医療の機能分化
（p.74）

○ かかりつけ医の評価、かかりつけ歯科医の評価、かかり
つけ薬剤師・薬局の評価

○ 情報通信技術（ICT)を活用した医療連携や医療に関する
データの収集・利活用の推進（p.76）

○ 質の高いリハビリテーションの評価等、患者の早期の機
能回復の推進（p.81）

○ 明細書無料発行の推進（p.95）

○ 緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価（p.97）

○ 「認知症施策推進総合戦略」を踏まえた認知症患者への適切な
医療の評価（p.101）

○ 地域移行・地域生活支援の充実を含めた質の高い精神医療の
評価（p.106）

○ 難病法の施行を踏まえた難病患者への適切な医療の評価
（p.116）

○ 小児医療、周産期医療の充実、高齢者の増加を踏まえた救急
医療の充実（p.119）

○ 口腔疾患の重症化予防・口腔機能低下への対応、生活の質に
配慮した医療の推進

○ かかりつけ薬剤師・薬局による薬学管理や在宅医療等への貢献
度による評価・適正化

○ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーションや医療技術
の適切な評価（p.126）

○ DPCに基づく急性期医療の適切な評価（p171）

○ 後発医薬品の使用促進・価格適正化、長期収載品の評
価の仕組みの検討（p.153）

○ 退院支援等の取組による在宅復帰の推進

○ 残薬や重複投薬、不適切な多剤投薬・長期投薬を減らす
ための取組など医薬品の適正使用の推進（p.157）

○ 患者本位の医薬分業を実現するための調剤報酬の見直
し

○ 重症化予防の取組の推進（p.161）
○ 医薬品、医療機器、検査等の適正な評価（p.165）

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進と医療機能の
分化・強化、連携に関する視点

Ⅲ 重点的な対応が求められる医療分野
を充実する視点

Ⅱ 患者にとって安心・安全で納得できる効果
的・効率的で質が高い医療を実現する視点

Ⅳ 効率化・適正化を通じて制度の持続
可能性を高める視点

平成28年度診療報酬改定
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人生１００年時代を見据えた社会の実現
・我が国は世界最高水準の平均寿命を達成。人口の高齢化が急速に進展する中、活力ある社会の実現が必要。
・あらゆる世代の国民一人一人が状態に応じた安心・安全で質が高く効果的・効率的な医療を受けられるようにする必要。

どこに住んでいても適切な医療・介護を安心して受けられる社会の実現（地域包括ケアシステムの構築）
・地域の実情に応じて、可能な限り住み慣れた地域で日常生活を営むことができるよう、地域包括ケアシステムを構築する必要。
・平成30年度は６年に1度の介護報酬との同時改定。医療機能の分化・強化、連携や、医療と介護の役割分担と連携を着実に進める必要。

制度の安定性・持続可能性の確保と医療・介護現場の新たな働き方の推進
・制度の安定性・持続可能性を確保しつつ国民皆保険を堅持するためには、国民の制度の理解を深めることが不可欠。無駄の排除、医療
資源の効率的な配分、医療分野のイノベーションの評価等を通じた経済成長への貢献を図ることが必要。

・今後の医療ニーズの変化や生産年齢人口の減少、医療技術の進歩等を踏まえ、医療現場の人材確保や働き方改革の推進が重要。

１ 地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、
連携の推進

○ 患者の状態等に応じて質の高い医療が適切に受けられる
とともに、必要に応じて介護サービスと連携・協働する等、
切れ目のない医療・介護提供体制が確保されることが重要。

○ 医療機能の分化・強化、連携を進め、効果的・効率的で
質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケア
システムを構築していくことが必要。

２ 新しいニーズにも対応でき、安心・安全で納得できる質の高い医療の
実現・充実

○ 国民の安心・安全を確保する観点から、今後の医療技術の進展や疾病
構造の変化等を踏まえ、第三者による評価やアウトカム評価など客観的
な評価を進めながら、適切な情報に基づき患者自身が納得して主体的に
医療を選択できるようにすることが重要。

○ また、新たなニーズにも対応できる医療を実現するとともに、我が国
の医療の中で重点的な対応が求められる分野の適切な評価が重要。

３ 医療従事者の負担軽減、働き方改革の推進

○ 医療従事者の厳しい勤務環境が指摘されている中、医療
の安全の確保や地域医療の確保にも留意しつつ、医療従事
者の負担の軽減を図り、あわせて、各々の専門性を発揮で
き、柔軟な働き方ができるよう、環境の整備、働き方改革
を推進することが必要。

４ 効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

○ 国民皆保険を維持するためには、制度の安定性・持続可能性を高める
不断の取組が求められ、医療関係者が共同して、医療サービスの維持・
向上と同時に、医療の効率化・適正化を図ることが必要。

平成３０年度診療報酬改定の基本方針（概要）
改定に当たっての基本認識改定に当たっての基本認識

改定の基本的視点改定の基本的視点
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１ 医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進【重点課題】

【具体的方向性の例】

・医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価

・地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制

等の評価

・業務の効率化に資するICTの利活用の推進

令和２年度診療報酬改定の基本方針（概要）

改定に当たっての基本認識

▶ 健康寿命の延伸、人生100年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現

▶ 患者・国民に身近な医療の実現

▶ どこに住んでいても適切な医療を安心して受けられる社会の実現、医師等の働き方改革の推進

▶ 社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和

改定の基本的視点と具体的方向性

２ 患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

【具体的方向性の例】

・かかりつけ機能の評価

・患者にとって必要な情報提供や相談支援、重症化予防の取組、

治療と仕事の両立に資する取組等の推進

・アウトカムにも着目した評価の推進

・重点的な対応が求められる分野の適切な評価

・口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した

歯科医療の推進

・薬局の対物業務から対人業務への構造的な転換を推進するための所要の

評価の重点化と適正化、院内薬剤師業務の評価

・医療におけるICTの利活用

３ 医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進

【具体的方向性の例】

・医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価

・外来医療の機能分化

・質の高い在宅医療・訪問看護の確保

・地域包括ケアシステムの推進のための取組

４ 効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

【具体的方向性の例】

・後発医薬品やバイオ後続品の使用促進

・費用対効果評価制度の活用

・市場実勢価格を踏まえた適正な評価等

・医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（再掲）

・外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進（再掲）

・医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用

の推進
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令和２年度診療報酬改定に係る答申書附帯意見令和２年度診療報酬改定に係る答申書附帯意見

令和２年度診療報酬改定
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（全般的事項）
１ 近年、診療報酬体系が複雑化していることを踏まえ、患者をはじめとする関係者にとって分かりやすいものとなるよう検討すること。

（働き方改革）
２ 医師・医療従事者の働き方改革を推進し、地域医療を確保するための取組に係る今回改定での対応について、その効果等を検証・調

査するとともに、適切な評価の在り方について引き続き検討すること。

（入院医療）
３ 一般病棟入院基本料、療養病棟入院基本料等の入院基本料や、特定集中治療室管理料、地域包括ケア病棟入院料、回復期リハビリ

テーション病棟入院料等の特定入院料に係る、入院患者のより適切な評価指標や測定方法等について、引き続き検討すること。
４ 救急医療管理加算の見直しの影響を調査・検証し、患者の重症度等に応じた救急医療の適切な評価の在り方について引き続き検討す

ること。

（ＤＰＣ／ＰＤＰＳ）
５ 急性期の医療の標準化をすすめるため、病院ごとの診療実態を把握するとともに、医療資源投入量等の指標とその活用方法について

引き続き検討すること。

（かかりつけ機能、精神医療、生活習慣病等）
６ かかりつけ医機能を有する医療機関との連携の評価の新設等の影響を調査・検証すること。また、かかりつけ医機能を有する医療機関

と専門医療機関との機能分化・連携強化に資する評価の在り方について引き続き検討すること。
７ 地域における質の高い在宅医療と訪問看護の提供体制の確保に資する評価の在り方について、引き続き検討すること。
８ 妊産婦に対する診療の適切な評価について引き続き検討すること。
９ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価について引き続き検討すること。
10 依存症に対する管理料等の評価の見直しの影響を調査・検証し、適切な評価の在り方について引き続き検討すること。
11 オンライン診療料の見直しや、オンライン服薬指導の評価の新設に係る影響を調査・検証し、ＩＣＴを活用した診療や薬学的管理等の評

価の在り方について引き続き検討すること。

中医協 総－１参考１

３ ． ７ ． ７
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（医薬品の適正使用）
12 重複投薬、ポリファーマシー及び残薬等への対応に関して、影響を調査・検証し、引き続き検討すること。
13 ＡＭＲアクションプランの進捗状況及び抗微生物薬適正使用の手引きの見直し状況等を踏まえ、外来における抗菌薬の処方状況等に

ついて把握・分析し、抗菌薬の適正使用のための新たな方策を講ずる等抗菌薬の使用量の更なる削減を推進すること。
14 病院内における医学的妥当性や経済性の視点も踏まえた処方の取組について、院内における実施体制や実施方法等の実態把握や

分析等を進めること。

（歯科診療報酬）
15 院内感染防止対策に係る初診料・再診料の見直しの影響を把握し、院内感染防止対策の推進に資する評価の在り方について引き続

き検討すること。
16 口腔疾患の長期的な管理を含めた継続的管理の実施状況等を調査・検証するとともに、診診連携及び病診連携の在り方等について

引き続き検討すること。

（調剤報酬）
17 調剤基本料、調剤料及び薬学管理料の評価の見直しによる影響や、かかりつけ薬剤師・薬局の取組状況を調査・検証し、薬局の地域

におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、対物業務から対人業務への構造的な転換を推進するための調剤報酬の在り方について
引き続き検討すること。

（後発医薬品の使用促進）
18 バイオ後続品を含む後発医薬品使用の更なる推進のために、医療機関や薬局における使用状況を調査・検証し、薬価の在り方や診療

報酬における更なる使用促進策について引き続き検討すること。

（医療技術の評価）
19 医療技術の高度化や専門化に対応して、費用対効果の観点を踏まえつつ、イノベーションの評価等がより適切となるよう引き続き検討

すること。

（その他）
20 医療機関と関係機関との連携の下で提供される医療について、その実態に応じた報酬の在り方について引き続き検討すること。



【主なテーマ（予定）】

コロナ・感染症対応（その１）

外来（その１）

入院（その１）

在宅（その１）

歯科（その１）

調剤（その１）

個別事項（その１）

働き方改革の推進

不妊治療の保険適用

医薬品の適切な使用の推進

歯科用貴金属の随時改定

次期診療報酬改定に向けた主な検討内容について

○ 次期診療報酬改定に向けては、中医協総会において令和３年７月より「次期改定の論点等」と
して議論を進める予定としているところ、以下のテーマごとに論点整理を進め、９月を目途に「意
見の整理」をまとめていくこととしたい。

中 医 協 総 － １

３ ． ７ ． ７

16



令和３年度 閣議決定

17



経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日 閣議決定）
（主な箇所抜粋）①

（１）感染症に対し強靱で安心できる経済社会の構築
感染症への対応に当たっては、社会経済活動を継続しつつ感染拡大を防止し、重症者・死亡者の発生を可能な限り

抑制することを基本に対策を徹底する。感染症対応の医療提供体制を強化し、相談・受診・検査～療養先調整・移送
～転退院・解除まで一連の対応が目詰まりなく行われ、病床・宿泊療養施設が最大限活用される流れを確保する。

緊急時対応をより強力な体制と司令塔の下で推進する。今後、感染が短期間で急増するような事態が生じた場合、
昨冬の２倍程度等を想定した患者数に対応可能な体制に緊急的に切り替える。また、感染症患者を受け入れる医療機
関に対し、減収への対応を含めた経営上の支援や病床確保・設備整備等のための支援について、診療報酬や補助金・
交付金による今後の対応の在り方を検討し、引き続き実施する。都道府県の要請に基づき、公立・公的、民間病院の
病床を活用できる仕組みや都道府県を超えて患者に対応できる仕組みを構築する。

各地域の病床の効率的な運用を促すため、医療機能※1に応じた役割分担の徹底や補助も活用した医師等派遣、地
域の実情に応じた転院支援等を進める。Ｇ－ＭＩＳ※2により、重症度別の空床状況や人工呼吸器等の保有・稼働状
況、人材募集状況等を一元的に把握し、迅速な患者の受入調整等に活用するほか、地域別や機能別、開設種別の病床
稼働率など医療提供体制の進捗管理・見える化を徹底する。

※1重症、中等症、回復患者、宿泊療養・自宅療養 ※2医療機関等情報支援システム

第１章 新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナの経済社会のビジョン
４．感染症の克服と経済の好循環に向けた取組

（１）結婚・出産の希望を叶え子育てしやすい社会の実現
賃上げや正規・非正規の格差是正など少子化の背景として指摘される雇用環境の改善に取り組むとともに、社会全

体で男性が育児休業を取得しやすい環境の整備を進める。結婚支援、不妊治療への保険適用、出産費用の実態を踏ま
えた出産育児一時金の増額に向けた検討、産後ケア事業の推進、「新子育て安心プラン」及び「新・放課後子ども総
合プラン」の着実な実施、病児保育サービスの推進、地域での子育て相互援助の推進、子育てサービスの多様化の推
進・情報の一元的提供、虐待や貧困など様々な課題に対応する包括的な子育て家庭支援体制、ひとり親世帯など困難
を抱えた世帯に対する支援、育児休業の取得の促進を含めた改正育児介護休業法の円滑な施行、児童手当法等改正法
附則に基づく児童手当の在り方の検討などに取り組む。

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～
４．少子化の克服、子供を産み育てやすい社会の実現
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経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日 閣議決定）
（主な箇所抜粋）②

（１）感染症を機に進める新たな仕組みの構築
今般の感染症対応での経験を踏まえ、国内で患者数が次に大幅に増えたときに備えるため、また、新たな新興感染

症の拡大にも対応するため、平時と緊急時で医療提供体制を迅速かつ柔軟に切り替える仕組みの構築が不可欠であ
る。このため、症状に応じた感染症患者の受入医療機関の選定、感染症対応とそれ以外の医療の地域における役割分
担の明確化、医療専門職人材の確保・集約などについて、できるだけ早期に対応する。

あわせて、今般の感染症対応の検証や救急医療・高度医療の確保の観点も踏まえつつ、地域医療連携推進法人制度
の活用等による病院の連携強化や機能強化・集約化の促進などを通じた将来の医療需要に沿った病床機能の分化・連
携などにより地域医療構想を推進するとともに、かかりつけ医機能の強化・普及等による医療機関の機能分化・連携
の推進、更なる包括払いの在り方の検討も含めた医療提供体制の改革につながる診療報酬の見直し、診療所も含む外
来機能の明確化・分化の推進、実効的なタスク・シフティングや看護師登録制の実効性確保並びに潜在看護師の復職
に係る課題分析及び解消、医学部などの大学における医療人材養成課程の見直しや医師偏在対策の推進などにより、
質が高く効率的で持続可能な医療提供体制の整備を進める。オンライン診療を幅広く適正に活用するため、初診から
の実施は原則かかりつけ医によるとしつつ、事前に患者の状態が把握できる場合にも認める方向で具体案を検討す
る。

第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革
２．社会保障改革

（４）セーフティネット強化、孤独・孤立対策等
孤独・孤立対策については、電話・ＳＮＳ相談の24 時間対応の推進や人材育成等の支援、居場所の確保、アウト

リーチ型支援体制の構築、支援情報が網羅されたポータルサイトの構築、タイムリーな情報発信、いわゆる「社会的
処方」※の活用、支援を求める声を上げやすい社会の構築、孤独・孤立の実態把握の全国調査とＰＤＣＡの取組を推
進する。これらを含め、関連する分野・施策との連携に留意しつつ、孤独・孤立対策の重点計画を年内に取りまと
め、安定的・継続的に支援する。

※かかりつけ医等が患者の社会生活面の課題にも目を向け、地域資源と連携する取組。

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～
５．４つの原動力を支える基盤づくり

19



（１）感染症を機に進める新たな仕組みの構築 の続き

また、引き続き、地域の産科医療施設の存続など安心・安全な産科医療の確保及び移植医療を推進するとともに、希

少疾病である難病の対策を充実する。

加えて、現在限られたがん種において保険適用とされている粒子線治療の推進については、有効性・安全性などの

エビデンスを踏まえた検討を進めるとともに、装置の小型化・低コスト化の潮流を踏まえ、病院の特徴や規模など、

地域の状況に十分配慮した上で、診療の質や患者のアクセスの向上を図るため、具体的な対応策を検討する。

コロナ禍で新たな健康課題が生じていることを踏まえ、重症化予防のため「上手な医療のかかり方」の普及啓発を

引き続き行うほか、保険者努力支援制度等に基づく予防・重症化予防・健康づくりへの支援を推進する。また、がん

、循環器病及び腎臓病について、感染拡大による診療や受療行動の変化の実態を把握するとともに、健診・検診の受

診控え等に関する調査の結果を踏まえ、新しい生活様式に対応した予防・重症化予防・健康づくりを検討する。

予防・重症化予防・健康づくりサービスの産業化に向けて、包括的な民間委託の活用や新たな血液検査等の新技術

の積極的な効果検証等が推進されるよう、保険者が策定するデータヘルス計画の手引の改定等を検討する。また、同

計画の標準化の進展にあたり、アウトカムベースでの適切なＫＰＩの設定を推進する。革新的な医薬品におけるイノ

ベーションの評価の観点及びそれ以外の長期収載品等の医薬品について評価の適正化を行う観点から薬価算定基準の

見直しを透明性・予見性の確保にも留意しつつ図るとともに、ＯＴＣ類似医薬品等の既収載の医薬品の保険給付範囲

について引き続き見直しを図る。感染症を踏まえた診療報酬上の特例措置の効果を検証するとともに、感染症患者を

受け入れる医療機関に対し、減収への対応を含めた経営上の支援や病床確保・設備整備等のための支援について、診

療報酬や補助金・交付金による今後の対応の在り方を検討し、引き続き実施する。後発医薬品の品質及び安定供給の

信頼性の確保、新目標についての検証、保険者の適正化の取組にも資する医療機関等の別の使用割合を含む実施状況

の見える化を早期に実施し、バイオシミラーの医療費適正化効果を踏まえた目標設定の検討、新目標との関係を踏ま

えた後発医薬品調剤体制加算等の見直しの検討、フォーミュラリ※の活用等、更なる使用促進を図る。かかりつけ薬

剤師・薬局の普及を進めるとともに、多剤・重複投薬への取組を強化する。症状が安定している患者について、医師

及び薬剤師の適切な連携により、医療機関に行かずとも、一定期間内に処方箋を反復利用できる方策を検討し、患者

の通院負担を軽減する。

サプライチェーンの実態を把握し、平時からの備えと非常時の買い上げの導入など、緊急時の医薬品等の供給体制

の確立を図る。緊急時の薬事承認の在り方について検討する。

※一般的に、「医療機関等において医学的妥当性や経済性等を踏まえて作成された医薬品の使用方針（複数の治療薬がある慢性疾患において後発品を第一優先とする等）」を意味する。

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日 閣議決定）
（主な箇所抜粋）③
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（１）感染症を機に進める新たな仕組みの構築 の続き

医療・特定健診等の情報を全国の医療機関等で確認できる仕組みや民間ＰＨＲサービスの利活用も含めた自身で

閲覧・活用できる仕組みについて、2022年度までに、集中的な取組みを進めることや、医療機関・介護事業所にお

ける情報共有とそのための電子カルテ情報や介護情報の標準化の推進、医療情報の保護と利活用に関する法制度の

在り方の検討、画像・検査情報、介護情報を含めた自身の保健医療情報を閲覧できる仕組みの整備、科学的介護・

栄養の取組みの推進、今般の感染症の自宅療養者に確実に医療が全員に提供されるよう医療情報を保健所と医療機

関等との間で共有する仕組みの構築（必要な法改正を含め検討）、審査支払機関改革※の着実な推進など、データ

ヘルス改革に関する工程表に則り、改革を着実に推進する。

※「審査支払機能に関する改革工程表」（2021年３月31日厚生労働省・社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険中央会）等に基づく審査支払機関の改革。

日米首脳共同声明に基づく取組も視野に入れつつ、全ゲノム解析等実行計画及びロードマップ2021を患者起点・

患者還元原則の下、着実に推進し、これまで治療法のなかった患者に新たな個別化医療を提供するとともに、産官

学の関係者が幅広く分析・活用できる体制整備を進める。プログラム医療機器の開発・実用化を促進する。患者の

治験情報アクセス向上のためデータベースの充実を推進する。

医療法人の事業報告書等をアップロードで届出・公表する全国的な電子開示システムを早急に整え、感染症に

よる医療機関への影響等を早期に分析できる体制を構築する。同様に、介護サービス事業者についても、事業報告

書等のアップロードによる取扱いも含めた届出・公表を義務化し、分析できる体制を構築する。レセプトシステ

ム（ＮＤＢ）の充実、Ｇ－ＭＩＳの今般の感染症対策以外の長期的な活用、ＣＯＣＯＡの安定的な運営等について

、デジタル庁の統括・監理の下、デジタル化による効率化、利便性の向上を図る。あわせて、医療・介護データと

の連携や迅速な分析の環境の整備を図る。

全身との関連性を含む口腔の健康の重要性に係るエビデンスの国民への適切な情報提供、生涯を通じた切れ目の

ない歯科健診、オーラルフレイル対策・疾病の重症化予防にもつながる歯科医師、歯科衛生士による歯科口腔保健

の充実、歯科医療専門職間、医科歯科、介護、障害福祉機関等との連携を推進し、歯科衛生士・歯科技工士の人材

確保、飛沫感染等の防止を含め歯科保健医療提供体制の構築と強化に取り組む。今後、要介護高齢者等の受診困難

者の増加を視野に入れた歯科におけるＩＣＴの活用を推進する。

また、感染症による不安やうつ等も含めたメンタルヘルスへの対応を推進する。

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日 閣議決定）
（主な箇所抜粋）④
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（２）団塊の世代の後期高齢者入りを見据えた基盤強化・全世代型社会保障改革

骨太方針2020等の内容に沿って、社会保障制度の基盤強化を着実に進め、人生100 年時代に対応した社会保障制

度を構築し、世界に冠たる国民皆保険・皆年金の維持、そして持続可能なものとして次世代への継承を目指す。

2022年度から団塊の世代が75歳以上に入り始めることを見据え、全ての世代の方々が安心できる持続可能な全世

代型社会保障の実現に向けた取組について、その実施状況の検証を行うとともに、その取組を引き続き進める。そ

の際、全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築する観点から、給付と負担のバランスや現役世代の負担上昇

の抑制を図りつつ、保険料賦課限度額の引上げなど能力に応じた負担の在り方なども含め、医療、介護、年金、少

子化対策を始めとする社会保障全般の総合的な検討を進める。こうした対応について速やかに着手する。

効率的な医療提供体制の構築や一人当たり医療費の地域差半減に向けて、地域医療構想のＰＤＣＡサイクルの強

化や医療費適正化計画の在り方の見直しを行う。具体的には、前者について、地域医療構想調整会議における協議

を促進するため、関係行政機関に資料・データ提供等の協力を求めるなど環境整備を行うとともに、都道府県にお

ける提供体制整備の達成状況の公表や未達成の場合の都道府県の責務の明確化を行う。また、後者について、都道

府県が策定する都道府県医療費適正化計画（以下「都道府県計画」という。）における医療に要する費用の見込み

（以下「医療費の見込み」という。）については、定期改訂や制度別区分などの精緻化を図りつつ、各制度におけ

る保険料率設定の医療費見通しや財政運営の見通しとの整合性の法制的担保を行い、医療費の見込みを医療費が著

しく上回る場合の対応の在り方など都道府県の役割や責務の明確化を行う。

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日 閣議決定）
（主な箇所抜粋）⑤

第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革
２．社会保障改革

22



（２）団塊の世代の後期高齢者入りを見据えた基盤強化・全世代型社会保障改革 の続き

また、医療費の見込みについて、取組指標を踏まえた医療費を目標として代替可能であることを明確化するととも

に、適正な医療を地域に広げるために適切な課題把握と取組指標の設定や、取組指標を踏まえた医療費の目標設定

を行っている先進的な都道府県の優良事例についての横展開を図る。都道府県計画において「医療の効率的な提供

の推進」に係る目標及び「病床の機能の分化及び連携の推進」を必須事項とするとともに、都道府県国保運営方針

においても「医療費適正化の取組に関する事項」を必須事項とすることにより、医療費適正化を推進する。あわせ

て保険者協議会を必置とするとともに、都道府県計画への関与を強化し、国による運営支援を行う。審査支払機関

の業務運営の基本理念や目的等へ医療費適正化を明記する。これらの医療費適正化計画の在り方の見直し等につい

て、2024年度から始まる第４期医療費適正化計画期間に対応する都道府県計画の策定に間に合うよう、必要な法制

上の措置を講ずる。国保財政を健全化する観点から、法定外繰入等の早期解消を促すとともに、普通調整交付金の

配分の在り方について、引き続き地方団体等と議論を継続する。中長期的課題として、都道府県のガバナンスを強

化する観点から、現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢者医療制度の在り方、生活保護受給者の国

保及び後期高齢者医療制度への加入を含めた医療扶助の在り方の検討を深める。

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日 閣議決定）
（主な箇所抜粋）⑥

第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革
２．社会保障改革
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（略）

革新的新薬を創出する製薬企業が成長できるイノベーション環境を整備するため、研究開発支援の強化、創薬ベン
チャーの支援、国際共同治験の推進、国内バイオ医薬品産業の強化、全ゲノム解析等実行計画及びこれに基づくロー
ドマップの推進と産官学の関係者が幅広く分析・活用できる体制の構築、医療情報を利活用しやすい環境整備、薬価
制度における新薬のイノベーションの評価や長期収載品等の評価の在り方の検討、感染症に対するデータバンクの整
備、臨床研究法に基づく研究手続の合理化等に向けた法改正を含めた検討、製薬企業の集約化の支援等を進める。

医療上必要不可欠であり、幅広く使用され、安定確保について特に配慮が必要である医薬品のうち優先度の高いも
のについては、継続的な安定供給を国民全体で支える観点から、薬価の設定や抗菌薬等の安定確保が必要な医薬品の
原料等の国内での製造支援、備蓄制度、非常時の買い上げの導入などを検討する。
（略）

バイオシミラー（国内で承認されたバイオ医薬品と同等の品質等を有する医薬品）の開発・利用を促進するため、
今後の政府目標について速やかに結論を得る。バイオシミラーの利用を促進するための具体的な方策について検討す
る。
（略）

コロナ禍で新たな健康課題が生じていることを踏まえ、保険者努力支援制度や介護保険の保険者機能強化推進交付
金等に基づく予防・重症化予防・健康づくりへの支援を推進する。

予防・重症化予防・健康づくりの健康増進効果等に関するエビデンスを確認・蓄積するための実証事業の結果を踏
まえて、特定健診・特定保健指導の見直しなど、保険者や地方公共団体等の予防健康事業における活用につなげる。

データヘルス改革を推進し、個人の健康医療情報の利活用に向けた環境整備等を進める。また、レセプト情報・特
定健診等情報データベース（NDB）の充実や研究利用の際の利便性の向上を図る。

成長戦略実行計画
第13章 重要分野における取組 ２．医薬品産業の成長戦略

成長戦略（2021年）（ 令和３年６月18日 閣議決定）（主な箇所抜粋）

24



規制改革実施計画 （令和３年６月18日 閣議決定）（主な箇所抜粋①）

Ⅱ 分野別実施事項 ２．デジタル時代に向けた規制の見直し
(16)最先端の医療機器の開発・導入の促進

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期

30 最先端の医療機器の開発・導入の促進

a～f （略）
g 診療報酬上の技術料等の算定におけるプログラム医療機器の評価については、

医療従事者の働き方改革等の視点を含めて、当該プログラム医療機器を活用し
て患者に対して提供される医療の質の確保・向上に係る評価の考え方を明確化
する。

h プログラム医療機器を使用した医療技術について、先進医療として保険外併用療
養費制度の活用が可能であることを周知するとともに、選定療養の枠組みの適用
についても検討する。

i～k （略）

g,h:令和３年度検討・
結論
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規制改革実施計画 （令和３年６月18日 閣議決定）（主な箇所抜粋②）

Ⅱ 分野別実施事項 ２．デジタル時代に向けた規制の見直し
(18)オンライン診療・オンライン服薬指導の特例措置の恒久化
(19)健康保険証の直接交付

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期

34
オンライン診療・オンライン服薬指導の特
例措置の恒久化

a オンライン診療・服薬指導については、新型コロナウイルス感染症が収束するま
での間、現在の時限的措置を着実に実施する。

b 医療提供体制におけるオンライン診療の果たす役割を明確にし、オンライン診
療の適正な実施、国民の医療へのアクセスの向上等を図るとともに、国民、医療
関係者双方のオンライン診療への理解が進み、地域において、オンライン診療が
幅広く適正に実施されるよう、オンライン診療の更なる活用に向けた基本方針を
策定し、地域の医療関係者や関係学会の協力を得て、オンライン診療活用の好
事例の展開を進める。

c 情報通信機器を用いたオンライン診療については、初診からの実施は原則、か
かりつけ医による実施（かかりつけ医以外の医師が、あらかじめ診療録、診療情
報提供書、地域医療ネットワーク、健康診断結果等の情報により患者の状態が
把握できる場合を含む。）とする。

健康な勤労世代等かかりつけ医がいない患者や、かかりつけ医がオンライン診
療を行わない患者で上記の情報を有さない患者については、医師が、初回のオ
ンライン診療に先立って、別に設定した患者本人とのオンラインでのやりとりの中
でこれまでの患者の医療履歴や基礎疾患、現在の状況等につき、適切な情報が
把握でき、医師・患者双方がオンラインでの診療が可能であると判断し、相互に
合意した場合にはオンライン診療を認める方向で一定の要件を含む具体案を検
討する。その上で、対面診療との関係を考慮し、診療報酬上の取扱いも含めて実
施に向けた取組を進める。

d オンライン服薬指導については、患者がオンライン診療又は訪問診療を受診し
た場合に限定しない。また、薬剤師の判断により初回からオンライン服薬指導す
ることも可能とする。介護施設等に居住する患者への実施に係る制約は撤廃す
る。これらを踏まえ、オンライン服薬指導の診療報酬について検討する。

e オンライン資格確認等システムを基盤とした電子処方箋システムの運用を開始
するとともに、薬剤の配送における品質保持等に係る考え方を明らかにし、一気
通貫のオンライン医療の実現に向けて取り組む。

a：新型コロナウイルス
感染症が収束するま
での間、継続的に措置

b～e:令和３年度から
検討開始、令和４年度
から順次実施（電子処
方箋システムの運用
については令和４年夏
目途措置）

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期

35 健康保険証の直接交付
保険者が支障がないと認めた場合には、健康保険証を保険者から被保険者（従
業員）へ直接交付することが可能となるよう、省令改正を行う。

令和３年度措置
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全世代型社会保障改革の方針（令和2年12月15日閣議決定）※受診時定額負担関係

第３章 医療

３．大病院への患者集中を防ぎかかりつけ医機能の強化を図るための定額負担の拡大

第１次中間報告では、「外来受診時定額負担については、医療のあるべき姿として、病院・診療所における外来機能の明確化と

地域におけるかかりつけ医機能の強化等について検討を進め、平成14年の健康保険法改正法附則第２条を堅持しつつ、大病院

と中小病院・診療所の外来における機能分化、かかりつけ医の普及を推進する観点から、まずは、選定療養である現行の他の

医療機関からの文書による紹介がない患者の大病院外来初診・再診時の定額負担の仕組みを大幅に拡充する」とする方向性を

示したところである。

現在、特定機能病院及び一般病床200床以上の地域医療支援病院について、紹介状なしで外来受診した場合に定額負担（初

診5,000円）を求めているが、医療提供体制の改革において、地域の実情に応じて明確化される「紹介患者への外来を基本とする

医療機関」のうち一般病床200床以上の病院にも対象範囲を拡大する。

また、より外来機能の分化の実効性が上がるよう、保険給付の範囲から一定額（例：初診の場合、2,000円程度）を控除し、それ

と同額以上の定額負担を追加的に求めるよう仕組みを拡充する。

＜対象範囲拡大のイメージ＞

第４章 終わりに

現役世代への給付が少なく、給付は高齢者中心、負担は現役世代中心というこれまでの社会保障の構造を見直し、切れ目なく

全ての世代を対象とするとともに、全ての世代が公平に支え合う「全世代型社会保障」の考え方は、今後とも社会保障改革の基

本であるべきである。本方針を速やかに実施するとともに、今後そのフォローアップを行いつつ、持続可能な社会保障制度の確

立を図るため、総合的な検討を進め、更なる改革を推進する。
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不妊治療の保険適用に係る政府方針

（不妊治療等への支援）
○ 不妊治療に係る経済的負担の軽減等
・ 不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額の医療費がかかる不妊治療（体外受精、顕微授精）に要する
費用に対する助成を行うとともに、適応症と効果が明らかな治療には広く医療保険の適用を検討し、支援を拡
充する。そのため、まずは2020年度に調査研究等を通じて不妊治療に関する実態把握を行うとともに、効果的
な治療に対する医療保険の適用の在り方を含め、不妊治療の経済的負担の軽減を図る方策等についての検討の
ための調査研究を行う。あわせて、不妊治療における安全管理のための体制の確保が図られるようにする。

少子化社会対策大綱（令和2年5月29日閣議決定）（抄）

４．少子化に対処し安心の社会保障を構築
喫緊の課題である少子化に対処し、誰もが安心できる社会保障制度を構築するため改革に取り組む。そのため、
不妊治療への保険適用を実現し、保育サービスの拡充により、待機児童問題を終わらせて、安心して子どもを生み
育てられる環境をつくる。さらに、制度の不公平・非効率を是正し、次世代に制度を引き継いでいく。

菅内閣の基本方針（令和２年９月１６日閣議決定）（抄）
※ 全世代型社会保障検討会議第２次中間報告（令和２年６月25日 全世代型社会保障検討会議決定）においても同様の記載あり

子供を持ちたいという方々の気持ちに寄り添い、不妊治療への保険適用を早急に実現する。具体的には、令和
３年度（2021年度）中に詳細を決定し、令和４年度（2022年度）当初から保険適用を実施することとし、工程表
に基づき、保険適用までの作業を進める。保険適用までの間、現行の不妊治療の助成制度について、所得制限の
撤廃や助成額の増額（１回30万円）等、対象拡大を前提に大幅な拡充を行い、経済的負担の軽減を図る。また、
不育症の検査やがん治療に伴う不妊についても、新たな支援を行う。

全世代型社会保障改革の方針（令和２年12月15日閣議決定）（抄）
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コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和３年 1 1月 1 9日閣議決定）（主な箇所抜粋①）

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止

１．医療提供体制の確保等

（１）医療提供体制の強化

（略）

また、オンライン診療・服薬指導の特例措置の恒久化等を通じ、受診から薬剤の受領までの一連の過程をオンラインで完結

できるようにすることで、利用者本位・患者本位の医療の実現を図る。診療報酬上の取扱いを含め、オンライン診療・服薬指

導の適切な普及・促進を図るための取組や、電子処方箋の発行の際に必要となる医師の資格確認の利便性向上（医療機関

による本人確認の活用等の検討）を進める。

（略）
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コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和３年 1 1月 1 9日閣議決定）（主な箇所抜粋②）

Ⅲ．未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動

２．分配戦略～安心と成長を呼ぶ「人」への投資の強化

（２）公的部門における分配機能の強化等

① 看護、介護、保育、幼児教育など現場で働く方々の収入の引上げ等

看護、介護、保育、幼児教育など、新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線におい

て働く方々の収入の引上げを含め、全ての職員を対象に公的価格の在り方を抜本的に見直す。民間部門における春闘

に向けた賃上げの議論に先んじて、保育士等・幼稚園教諭、介護・障害福祉職員を対象に、賃上げ効果が継続される取

組を行うことを前提として、収入を３％程度（月額9,000円）引き上げるための措置48を、来年２月から前倒しで実施する。

看護については、まずは、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員を対象に、賃上げ効

果が継続される取組を行うことを前提として、段階的に収入を３％程度引き上げていくこととし、収入を１％程度（月額

4,000円）引き上げるための措置49を、来年２月から前倒しで実施した上で、来年10月以降の更なる対応について、令和４

年度予算編成過程において検討し、必要な措置を講ずる。

（略）

48 他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

49 看護補助者、理学療法士･作業療法士等のコメディカルの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

② 「こども・子育て支援」の推進

（略）

結婚・妊娠・出産を支援するため、不妊治療の保険適用の円滑な実施に向けた必要な支援や産後ケア事業等に取り組

むとともに、妊娠期から子育て期に至るまでの切れ目ない支援を行うため、母子保健と児童福祉の一体的相談支援機関

の整備等を推進する。

（略） 30
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令和２年度診療報酬改定の基本方針 
 

令 和 元 年 １ ２ 月 １ ０ 日 
社会保障審議会医療保険部会 
社会保障審議会医療部会 

 
 
１．改定に当たっての基本認識 
 
（健康寿命の延伸、人生 100 年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現） 
○ 我が国は、国民皆保険や優れた保健・医療システムの成果により、世界最高

水準の平均寿命を達成し、人生 100 年時代を迎えようとしている。人口構成

の変化を見ると、2025 年にはいわゆる団塊の世代が全て後期高齢者となり、

2040 年頃にはいわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上の高齢者となって高齢

者人口がピークを迎えるとともに現役世代（生産年齢人口）が急激に減少して

いく。 
○ このような中、社会の活力を維持・向上していくためには、健康寿命の延伸

により高齢者をはじめとする意欲のある方々が役割を持ち活躍のできる社会

の実現と「全世代型社会保障」を構築していくことが急務の課題である。 
○ 我が国の医療制度は、人口減少が進展する中で、地域医療の確保、少子化へ

の対応といった様々な課題にも直面している。これらの課題に総合的に対応

しながら、世界に冠たる国民皆保険を堅持し、あらゆる世代の国民一人一人が

安全・安心で効率的・効果的な質の高い医療を受けられるようにすることが必

要不可欠である。また、医療を取り巻く環境の変化や多様な国民のニーズに柔

軟に対応することが重要である。 
○ そのためには、来る人口減少社会に備えた将来の医療体制の展望を見据え、

国民一人一人の予防・健康づくりに関する意識を涵養し、健康寿命の延伸によ

り長寿を実現しながら、患者・国民にとって身近でわかりやすい医療を実現す

るとともに、医師等の働き方改革を推進することが必要である。その際、高齢

化や技術進歩、高額な医薬品の開発等により医療費が増大していくことが見

込まれる中、効率化・適正化を進め、制度の安定性・持続性を確保しつつ経済・

財政との調和を図る観点も重要である。  
 
（患者・国民に身近な医療の実現） 
○ 患者にとって身近でわかりやすい医療の実現のためには、地域の実情に応

じて、可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活

令和３年 12月１日 第 147回社会保障審議会医療保険部会 参考資料１－４ 



2 
 

を営むことができるよう、地域包括ケアシステムを構築するとともに、かかり

つけ医機能や患者への情報提供や相談・支援を充実することが必要である。 
○ また、疾病構造やニーズの変化・多様化、医療需要が増える中での働き手の

減少、厳しい財政状況など、医療を取り巻く社会経済状況を踏まえると、我が

国の医療制度に関わる全ての関係者（住民、医療提供者、保険者、民間企業、

行政等）が、医療のかかり方の観点も含め、それぞれの担う役割を実現するこ

とが必要である。また、診療報酬制度の基本的仕組みやそこから見える医療の

方向性について、住民に丁寧に理解を広めていく必要がある。 
 
（どこに住んでいても適切な医療を安心して受けられる社会の実現、医師等の

働き方改革の推進） 
○ 2040 年の医療提供体制の展望を見据え、地域医療構想の実現に向けた取組、

実効性のある医師偏在対策、医師等の働き方改革を推進し、総合的な医療提供

体制改革を実施していくことが求められている。 
○ その中で、医師等の働き方改革については、将来の医療ニーズの変化や現役

世代の減少、医療技術の進歩等も踏まえつつ、 医療の安全や地域医療の確保、

患者や保険者の視点にも留意しながら、医師等の負担軽減等を図ることが重

要である。 
 
（社会保障制度の安定性・持続可能性の確保、経済・財政との調和） 
○ 制度の安定性・持続可能性を確保しつつ国民皆保険を堅持するためには、国

民各層の制度に対する納得感を高めることが不可欠であるとともに、医療政

策においても経済・財政との調和を図っていくことが重要である。 
○ そのためには、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」や「成長戦略実行計

画・成長戦略フォローアップ・令和元年度革新的事業活動に関する実行計画」

等を踏まえつつ、保険料などの国民負担、物価・賃金の動向、医療機関の収入

や経営状況、保険財政や国の財政に係る状況等を踏まえるとともに、無駄の排

除、医療資源の効率的な配分、医療分野におけるイノベーションの評価等を通

じた経済成長への貢献を図ることが必要である。 
 
 
２．改定の基本的視点と具体的方向性 
○ 平成 30 年度診療報酬改定については、６年に一度の診療報酬と介護報酬の

同時改定であり、団塊の世代が全て 75 歳以上の高齢者となる 2025 年に向け

た道筋を示す実質的に最後の同時改定でもあったことから、医療機能の分化・

強化、連携や、医療と介護の役割分担と切れ目のない連携を着実に進める改定



3 
 

を行った。 
○ 令和２年度診療報酬改定に当たっては、これらの取組が更に推進されるよ

う、引き続き適切な評価に取り組むとともに、医師等の働き方改革の推進や、

患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療を実現するため

の取組を進めつつ、効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

を図ることが重要である。 
 
（１）医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進 
 【重点課題】 

（基本的視点） 
○ 2040 年の医療提供体制の展望を見据え、地域医療構想の実現に向けた取組、

実効性のある医師偏在対策、医師・医療従事者の働き方改革を推進し、総合的

な医療提供体制改革を実施していくことが求められている。 
○ 医師等の働き方改革に関しては、2024 年（令和６年）４月から、医師につ

いて時間外労働の上限規制が適用される予定であり、各医療機関は自らの状

況を適切に分析し、労働時間短縮に計画的に取り組むことが必要となる。 
○ 診療報酬においてはこれまで、タスク・シェアリング／タスク・シフティン

グやチーム医療の推進等、医療機関における勤務環境改善に資する取組を評

価してきた。時間外労働の上限規制の適用が開始される 2024 年４月を見据え、

今後、総合的な医療提供体制改革の進展の状況、医療の安全や地域医療の確保、

患者や保険者の視点等を踏まえながら、適切な評価の在り方について検討す

る必要がある。 
 
（具体的方向性の例） 
○ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 
・ 医療機関内における労務管理や労働環境の改善のためのマネジメントシ

ステムの実践に資する取組を推進。 
・ タスク・シェアリング／タスク・シフティング、チーム医療を推進。 
・ 届出・報告の簡素化、人員配置の合理化を推進。 

○ 地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の評価  
○ 業務の効率化に資する ICT の利活用の推進 
 ・ ICT を活用した医療連携の取組を推進。       

 
（２）患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現 
 
（基本的視点） 
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○ 患者の安心・安全を確保しつつ、医療技術の進展や疾病構造の変化等を踏ま

え、第三者による評価やアウトカム評価など客観的な評価を進めながら、新た

なニーズ等に対応できる医療の実現に資する取組の評価を進める。 
○ また、患者自身が納得して医療を受けられるよう、患者にとって身近で分か

りやすい医療を実現していくことが重要である。 
 
（具体的方向性の例） 
○ かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の機能の評価 
・ 複数の慢性疾患を有する患者に対し、療養上の指導、服薬管理、健康管理

等の対応を継続的に実施するなど、個別の疾患だけでなく、患者の療養環境

や希望に応じた診療が行われるよう、かかりつけ医機能を評価。また、患者

にとって、かかりつけ医機能を有する医療機関等が分かる仕組み等を検討。 
・ 歯科医療機関を受診する患者像が多様化する中、地域の関係者との連携体

制を確保しつつ、口腔疾患の重症化予防や口腔機能の維持・向上のため、継

続的な口腔管理・指導が行われるよう、かかりつけ歯科医の機能を評価。  
・ 患者に対する薬物療法の有効性・安全性を確保するため、服薬情報の一元

的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、かかり

つけ薬剤師・薬局の評価を推進。その際、薬剤調製などの対物業務から、薬

学的管理などの対人業務への構造的な転換を推進するための所要の重点化

と適正化を行う。 
○ 患者にとって必要な情報提供、相談支援等の評価  
 ・ 患者が安心して医療を受けられ、それぞれの実情に応じて住み慣れた地域

で継続して生活できるよう、適切な情報提供や相談への幅広い対応に資す

る取組、生活習慣病の増加等に対応する効果的・効率的な重症化予防の取組、

治療と仕事の両立に資する取組等を推進。 
・ 受けた医療を分かりやすくする明細書無料発行の取組等を推進。 

○ アウトカムにも着目した評価の推進  
 ・ 質の高いリハビリテーションの評価など、アウトカムにも着目した評価を

推進。 
○ 重点的な対応が求められる分野について、国民の安心・安全を確保する観点

からの適切な評価 
・ 質の高いがん医療の評価  

 ・ 認知症の者に対する適切な医療の評価 
・ 地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価 
・ 難病患者に対する適切な医療の評価 
・ 小児医療、周産期医療、救急医療の充実  
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・ 医薬品、医療機器、検査等におけるイノベーションを含む先進的な医療技

術の適切な評価 
○ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮し

た歯科医療の推進 
 ・ 歯科医療機関を受診する患者像が多様化する中、地域の関係者との連携体

制を確保しつつ、口腔疾患の重症化予防や口腔機能の維持・向上のため、継

続的な口腔管理・指導が行われるよう、かかりつけ歯科医の機能を評価。（再

掲） 
 ・ 歯科診療所と病院歯科の機能分化・連携を強化。 
○ 薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、対物業務から対

人業務への構造的な転換を推進するための所要の評価の重点化と適正化、院

内薬剤師業務の評価  
・ 患者に対する薬物療法の有効性・安全性を確保するため、服薬情報の一元

的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導が行われるよう、かかり

つけ薬剤師・薬局の評価を推進。その際、薬剤調製などの対物業務から、薬

学的管理などの対人業務への構造的な転換を推進するための所要の重点化

と適正化を行う。（再掲） 
・ 院内薬剤師業務を適切に評価。 

○ 医療における ICT の利活用 
・ 離島・へき地等の医療資源が少ない地域におけるニーズや、医療の質にか

かるエビデンス等を踏まえ、医療における ICT の利活用を適切に評価。  
 ・ ICT を活用した医療連携の取組を推進。（再掲） 
 
（３）医療機能の分化・強化、連携と地域包括ケアシステムの推進 
 
（基本的視点） 
○ 急性期、回復期、慢性期など患者の状態等に応じて質の高い医療が適切に受

けられるよう、切れ目ない医療の提供体制が確保されることが重要である。 
○ このためには、医療機能の分化・強化、連携を進めるとともに、在宅復帰等

につながるよう、質の高い在宅医療・訪問看護の確保や、他の医療機関等との

連携、介護サービスとの連携・協働等が必要である。 
 
（具体的方向性の例） 
○ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 
 ・ 患者の状態に応じて適切に医療資源が投入され、地域で必要な入院医療が

効果的・効率的に提供されるよう、医療機能や患者の状態に応じた評価を行
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い、医療機能の分化・強化、連携を推進。 
○ 外来医療の機能分化 
 ・ 大病院受診時定額負担制度の見直しを含め、大病院と中小病院・診療所の

機能分化を推進。 
○ 質の高い在宅医療・訪問看護の確保 
 ・ 患者の状態や、医療の内容、住まいの状況等を考慮し、効果的・効率的で

質の高い訪問診療、訪問看護、歯科訪問診療、訪問薬剤管理等の提供体制を

確保。 
○ 地域包括ケアシステムの推進のための取組 
 ・ 医療機関間や医療機関と薬局等との連携、医科歯科連携、医療介護連携、

栄養指導など、地域包括ケアシステムの推進のための医師、歯科医師、薬剤

師、看護師、管理栄養士等による多職種連携・協働の取組等を推進。 
 ・ 患者が安心・納得して退院し、早期に住み慣れた地域で療養や生活を継続

できるための取組を推進。 
  
（４）効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上 
 
（基本的視点） 
○ 高齢化や技術進歩、高額な医薬品の開発等により医療費が増大していくこ

とが見込まれる中、国民皆保険を維持するため、制度の安定性・持続可能性を

高める不断の取組が必要である。医療関係者が共同して、医療サービスの維

持・向上とともに、効率化・適正化を図ることが求められる。 
 
（具体的方向性の例） 
○ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進 
 ・ 後発品の使用促進について、「2020 年９月までに後発品医薬品の使用割合

を 80%とし、できる限り早期に達成する」という目標を実現するための取

組を推進。また、バイオ後続品の使用促進の方策等について検討。 
○ 費用対効果評価制度の活用 
 ・ 革新性が高く市場規模が大きい、又は著しく単価が高い医薬品・医療機器

について、費用対効果評価制度を活用し、適正な価格設定を行う。 
○ 市場実勢価格を踏まえた適正な評価等  
 ・ 医薬品、医療機器、検査等について、市場実勢価格を踏まえた適正な評価

を行うとともに、効率的かつ有効・安全な利用体制を確保。 
・ エビデンスや相対的な臨床的有用性を踏まえた医療技術等の適正な評価

を行う。  
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○ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 
 ・ 患者の状態に応じて適切に医療資源が投入され、地域で必要な入院医療が

効果的・効率的に提供されるよう、医療機能や患者の状態に応じた評価を行

い、医療機能の分化・強化、連携を推進。（再掲） 
○ 外来医療の機能分化、重症化予防の取組の推進 
 ・ 大病院受診時定額負担制度の見直しを含め、大病院と中小病院・診療所の

機能分化を推進。（再掲） 
・ 重症化予防の取組を推進。（再掲） 

○ 医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用の推

進 
・ 重複投薬、ポリファーマシー、残薬、薬剤耐性（AMR）や、適正使用の

ための長期処方の在り方への対応等、医薬品の効率的かつ安全で有効な使

用を推進。 
・ 医学的妥当性や経済性の視点も踏まえた処方を推進。 

 
 
３．将来を見据えた課題 
○ 団塊の世代が全て後期高齢者となる 2025 年、団塊ジュニア世代が 65 歳以

上の高齢者となる 2040 年と、高齢化の進展に併せて、サービスの担い手（生

産年齢人口）が減少する超高齢化・人口減少社会が到来している。また、地域

に生きる一人一人が尊重され、その可能性が最大限に発揮できる「地域共生社

会」の実現に資する取組が求められている。このような中、我が国の医療制度

が直面する様々な課題に対応し、「全世代型社会保障」を実現するためには、

診療報酬のみならず、医療法、医療保険各法等の制度的枠組みや、補助金等の

予算措置など、総合的な政策の構築が不可欠である。 
○ 国民一人一人の生活が多様化する中、患者・国民にとって身近で安心・安全

な医療を実現していくためには、診療報酬制度を分かりやすくするための取

組を継続していくことが求められる。あわせて医療に係る財源は、保険料、公

費及び患者負担等によってまかなわれていることに鑑み、医療機関等の経営

に携わる者は、社会に対する説明責任を果たしていくことが求められる。 
○ 加えて、住民、医療提供者、保険者、民間企業、行政等の関係者がそれぞれ

の役割を自覚しながら保健・医療に関わることが重要であり、国民全体の医療

制度に対する理解を深めていくための普及啓発も含め、国民に対して丁寧に

説明していくことが求められている。 
○ 予防・健康づくりやセルフケア等の推進が図られるよう、住民、医療提供者、

保険者、民間企業、行政等の全ての関係者が協力・連携して国民一人一人を支
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援するとともに、国はこうした取組に向けた環境整備を行うことが必要であ

る。 
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施策名：新型コロナウイルスの影響に伴う国民健康保険料等の減免を行った市町村等に対する財政支援

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

新型コロナウイルス感染症の影響により、一定程度収入が下がった方々等について、医療保険の保険料（税）減免の特別措置を実
施することとし、このうち国保・後期高齢者医療においては、医療保険者に対して財政支援をすることにより、医療保険事業の円滑・
適正な運営を確保する。

新型コロナウイルス感染症の影響により、一定程度収入が下がった方々等について、保険料（税）減免の特別措置を実施した保険
者（市町村・国保組合・広域連合）に対して財政支援を行うもの。

令和３年度補正予算案：２４９億円

2



施策名：新型コロナウイルス感染症の影響を受けた健康保険組合に対する財政支援

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

新型コロナウイルス感染症の影響で経常収支が悪化したこと等により、財政運営が極めて困難となった健康保険組合に対
し財政支援を行う。

【対象組合】
次の全ての基準に該当する健康保険組合
① 保険料率が9.5％以上
② 財源率が9.0％超
③ 保有資産が200％未満
④ 単年度経常赤字
⑤ 経常収支悪化

【補助割合】
（１）被保険者１人あたり保健事業費が全健康保険組合の1/4未満の組合

⇒ 当該健康保険組合における保健事業費の１／２

（２）被保険者１人あたり保健事業費が全健康保険組合の1/4以上2/3未満の組合
⇒ 同１／４

令和３年度補正予算案：9.8億円

3



施策名：レセプト審査事務効率化のためのシステム改修経費

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

現行の国保総合システムは、令和5年度末に保守期限を迎えるため、システム更改が必要となる。
更改にあたっては、審査支払機関改革の中で、「支払基金と国保中央会等の双方の審査支払業務が整合的かつ効率的に機能する
ことを実現する。」とされており、その実現に向けたシステム改修を行う。

国民健康保険団体連合会が診療報酬の審査支払等を行うための国保総合システムについて、社会保険診療報酬支払基金との審
査基準の統一化や審査システムの整合的かつ効率的な運用を実現するため、令和３年３月に策定した「審査支払機能に関する改革
工程表」に基づき、令和６年度の次期更改に向けたシステム改修を行う。

令和３年度補正予算案 ： ５４億円

4



施策名：社会保険診療報酬支払基金におけるリモート審査システムの導入・拡大

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

社会保険診療報酬支払基金のリモート審査システムの導入・拡大による地域医療の確保や医療費適正化

○ 医療機関等からの請求（レセプト）を審査する社会保険診療報酬支払基金において、リモート審査システムを導入・拡大することは

・ 地域の医療従事者でもある審査委員の感染防止になるため、地域医療の確保につながるとともに、

・ レセプト審査における診療科別の専門審査委員の確保がしやすくなり、医学的判断が必要なレセプトに係る審査の充実を図れる

ことから医療費適正化に資するものとなる。

○ このため、必要なセキュリティ対策や専用ネットワーク、機材等の初期導入費用に対して補助を行い、リモート審査システムの早期

導入と拡大を図る。

○補助先：社会保険診療報酬支払基金

○補助内容：必要なセキュリティ対策や専用ネットワーク、機材等のリモート審査システムの初期導入費用を補助。

審査委員による
リモート審査

支払基金
47都道府県支部

（各支部に審査委員会を設置）

医療費請求の審査

医療機関・薬局等

約24万機関

請 求

支 払 職員による
リモート審査事務

リモート審査システム

令和３年度補正予算案：12億円
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施策名： 訪問看護レセプト電算処理システム整備事業

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

社会全体としてデジタル化を進めているなかで、更なるレセプト情報等の利活用を推進するため、訪問看護療養費のレセプトを電子
化し、業務の効率化、医療政策や医療の質の向上を図る。

訪問看護の事業所数とレセプト件数は、高齢化の進行に伴い大幅に増加しているが、現在、訪問看護療養費のレセプトは紙媒体に
よる請求となっている。令和6年度に本格運用を予定している訪問看護療養費のレセプト電子化に向け、訪問看護事業者からの請求
の受付・審査等のための審査支払機関におけるレセプト電算処理システム等の構築を行う。

社会保険診療報酬支払基金と国民健康保険連
合会に訪問看護レセプト電算処理システムを構築
し、保険医療機関・保険薬局における医療保険の
レセプト請求と同様に、IP-VPNもしくはIPsec+IKEを
利用してレセプトを送信する。

チェック仕様は共通チェックサービスを利用し、
受付・チェックは社会保険診療報酬支払基金と国
民健康保険連合会のそれぞれで実施する。

令和３年度補正予算（案） ２５億円
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施策名： レセプトオンライン請求の促進に向けたシステム改修について

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

社会全体としてデジタル化を進めているなかで、医療保険事務全体の効率化を図るため、紙レセプトを極力減少させる。

医療機関等のレセプト請求において、現在紙媒体による請求・申出が可能とされている「保険医療機関等からの返戻再請
求」及び「保険者からの再審査申出」についてオンライン請求を促進していくため、社会保険診療報酬支払基金及び国民健康
保険中央会の審査支払機能にかかるシステムにおいて必要な改修を行う。

審査支払機能の在り方に関する検討会において取りまとめられた「審査支払機能の在り方に関する検討会報告書」（2021年3
月29日）において、紙レセプトを極力減少させていくため、2022年度中には、紙媒体で返戻されたレセプトに係る再請求を除き、
オンライン請求医療機関等について、再請求をオンラインによるものとされたところ。

上記取り組みに対応するため、社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険中央会の審査支払機能にかかるシステムに
おいて、関連帳票をオンラインで送付できるようにするための改修を行う。

令和３年度補正予算（案） １．２億円
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施策名： レセプトオンライン請求の促進に向けた周知広報等について

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

社会全体としてデジタル化を進めているなかで、医療保険事務全体の効率化を図るため、紙レセプトを極力減少させる。

医療機関等のレセプト請求において、現在紙媒体による請求・申出が可能とされている「保険医療機関等からの返戻再請
求」及び「保険者からの再審査申出」についてオンライン請求を促進していくため、実施にあたって医療機関・保険者等の事務
に混乱が生じることのないよう周知等を行う。

審査支払機能の在り方に関する検討会において取りまとめられた「審査支払機能の在り方に関する検討会報告書」（2021年3
月29日）において、紙レセプトを極力減少させていくため、2022年度中には、紙媒体で返戻されたレセプトに係る再請求を除き、
オンライン請求医療機関等について、再請求をオンラインによるものとされたところ。

しかしながら、長年、レセプトの返戻・再請求等を紙レセプトで実施している医療機関・保険者等が大多数であることから、実
施にあたって混乱が予想される。医療機関・保険者等の事務に混乱が生じることがない形でオンライン化を推進するため、以
下の取り組みを行う。

・レセプト振替開始による資格過誤減少の状況やシステムへの影響等の調査（医療機関等における対応状況や好事例の把
握、システム事業者における対応状況の調査等）

・医療機関・保険者等に対する周知広報・問い合わせ対応等

令和３年度補正予算案：４０百万円
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施策名：訪問診療等の医療保険オンライン資格確認等の仕組みの構築

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

訪問診療等において、マイナンバーカードの保険証利用を行い、医療保険のオンライン資格確認等を行える仕組みの構築

本人確認及び各種閲覧情報に係る同意を、モバイル端末で行う。医療機関等は、モバイル端末からの情報を受け、既存の仕組みにより、資格確認
端末や電カル・レセコン端末等上で、資格情報及び同意された閲覧情報を参照する。

令和３年度補正予算案：５.０億円

〇 マイナンバーカードを健康保険証として利用する場合、医療機関等の窓口に設置された顔認証付きカードリーダーを患者等が操

作し、資格情報の提供や薬剤情報等の閲覧に関する同意を行う。

※ 医療機関等には、既存のオンライン請求のネットワークを通じて、資格情報等が提供される。

〇 訪問診療・訪問看護等においては、医療機関等の外部（患者の自宅等）で、患者・利用者から資格情報の
提供や薬剤情報等の閲覧に関する同意を取得する仕組みの導入が必要。

〇 当該仕組みの基本的な考え方については以下のとおり。

現行のオンライン資格確認の仕組み

訪問診療等におけるオンライン資格確認の必要性

「医療機関等が患者・利用者情報を取得・閲覧する仕組み」については、オンライン請求ネットワークを
経由してオンライン資格確認等システムへアクセスする従来の仕組みを踏襲。

ただし、入口部分である「患者・利用者が情報の取得・閲覧について同意する仕組み」については、窓口
における顔認証付きカードリーダーの使用ができないため、患者・利用者居宅等でも利用可能なインター
ネット/スマートフォン等を活用。

また、当該仕組みの適用が難しいユースケースについては、社会コストを極力かけない代替運用を用意。
9



施策名：職域診療所等におけるオンライン資格確認等の仕組みの構築

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

職域診療所等でのオンライン資格確認実現のためのシステム等改修を行う。

職域診療所等（医療機関コードを有していない医療機関）に、システム内部用のコードを府番するためのサブシステムを構築する。

令和３年度補正予算案 ： ９０百万円
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施策名：オンライン資格確認システム等の周知広報支援経費

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

マイナンバーカードを健康保険証利用として定着化させる周知の強化

マイナンバーカードを所持している約4,700万人、医療に対する関心が高い層、医療サービスの利用頻度の高い60代以上を中心に
健康保険証利用を「日常体験」として定着化させる周知広報施策（デジタル、リアル、マスを組み合わせ）を行う

デジタルチャネル リアルチャネル

マイナンバーカード所持者含めデジ
タル層に対するアプローチ
（延べリーチ数：8500万）

医療サービスの利用頻度の高い
60代以上やノンデジタル層への
アプローチ

医療に対する関心が高い層/実利
用者層に対するアプローチ
（延べリーチ数：4.6万）

インターネット
広告

SNSキャンペー
ン・オウンドメ
ディア広報

患者配布ノベルティ

全国紙・地方紙
への広告

効果的な施策実施に向けたアン
ケート等の状況分析

アンケート調査

施策方針
情報通信の利用状況等の傾向からデ
ジタル施策を更に強化（リーチ数増
加）
実利用者やノンデジタル層に対してはリ
アル施策・マス施策による刈り取ることで
全ターゲットをカバー

コンセプト
“これから使う人(マイナンバーカード未所
持)”も含めたオールターゲットに、マイナ
ンバーカードの健康保険証利用を“日常
的な体験”として定着させる空気を醸成。

令和３年度補正予算案 ： ４８百万円
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施策名：40歳未満の事業主健診情報の活用に向けたシステム改修について

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

健康保険法等が改正され、労働安全衛生法等による事業主健診の情報を、保険者が保健事業で活用できるよう、事業者に対し被
保険者等の健診情報を求めることを可能とするとともに、健康保険組合等が保存する特定健診等の情報を、後期高齢者医療広域
連合へ引き継ぐこと等を可能とする等、保健事業における健診情報等の活用促進するためのシステム改修を行う。

事業主健診情報（40歳未満）をマイナポータル等を通じて、自らの保健医療情報として閲覧可能とするとともに、データヘルスの推進
を図るため、当該情報を保険者に集約、保険者から支払基金に登録するためのシステム改修を行う。

令和３年度補正予算案：５．９億円
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施策名：公的給付支給等口座の登録制度に伴う医療保険者等中間サーバー改修

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

デジタル改革関連法の改正に伴い、マイナンバーの情報連携の促進、マイナンバーカードの利便性の向上・普及促進等による国民
の手続きの簡素化、給付等の迅速化を図る。

○ 社会保険診療報酬支払基金で管理している医療保険者等向け中間サーバーについて、情報連携が可能となるよう公的給付支

給等口座情報を取得するための機能を追加するための改修を行う。

○ 令和４年10月にデジタル庁の口座情報登録システムの運用が開始されることから、当該情報に係るシステム間の連携を行うには
運用開始までに医療保険者等中間サーバーの改修を終える必要がある。

○ そのため、医療保険者等中間サーバーに係る開発等の期間を前倒しするものである。

○補助先：社会保険診療報酬支払基金

○補助内容：医療保険者等中間サーバーの改修

令和３年度補正予算（案） 1.1億円
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施策名：後期高齢者医療広域連合電算処理システム機器更改

① 施策の目的

② 施策の概要

後期高齢者医療制度に係る事業運用は、その扱うデータ量や効率化のために、全国の後期高齢者医療広域連

合と市区町村には後期高齢者医療広域連合電算処理システム（以下、標準システム）が配布されており、現在の

機器の保守満了期限が令和6年3月となっているため、機器更改に向けた対応を実施する必要がある。

「政府情報システムにおけるクラウドサービスの利用に係る基本方針」
（平成30年6月7日 各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）

では、「クラウド・バイ・デフォルト原則」として、政府情報システムではクラウドサービスの利用を第一候補として、

その検討を行うものとされている。

これを踏まえ標準システムを動作させる環境についても、機器更改に合わせてクラウド化対応を行うものである。

令和３年度補正予算案：33億円
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施策名：窓口負担割合の２割化に関するシステム対応

① 施策の目的

② 施策の概要

後期高齢者（75歳以上。現役並み所得者は除く）であっても一定所得以上の方については、その医療費の窓口負担割合を２割
とし、それ以外の方については１割とすることに対して、窓口負担割合の見直しに関するシステム改修を行う。

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律において、一定以上の所得のある方
（75歳以上の方等）は、現役並み所得者（窓口負担割合３割）を除き、医療費の窓口負担割合が２割とされた。
負担割合の見直しに伴う被保険者証等の交付や高額療養費計算等を実施するよう、システム対応を行う。

【現在の窓口負担額】 【改正後の窓口負担額】

令和３年度補正予算案：7.1億円

区分
医療費
負担割合

現役並み所得者 ３割

一定以上所得の
ある方

２割

一般所得者等 １割

区分
医療費
負担割合

現役並み所得者 ３割

一般所得者等 １割

被保険者証発行機能やレ
セプト費用額算定機能、高
額療養費の計算機能など
多岐にわたる改修を行う。
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施策名：電子データによるレセプト情報の活用

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

地方厚生(支)局が、保険医療機関等への指導業務を実施するために保険者（全国健康保険協会・都道府県（国民健康保険連合
会））から提供を受けるレセプト情報を電子化し、ペーパーレス化を実現するとともに、指導対象とする保険医療機関等のレセプト選
定作業の効率化を図る。

地方厚生(支)局が指導対象となる保険医療機関等のレセプト情報について、現行、保険者（全国健康保険協会・都道府県（国民健康
保険連合会））から紙媒体で提供を受けているところ、電子データで提供を受けられるよう、保険者が有するシステムを改修する。

保険医療機関等

＜保険者＞
協会けんぽ
都道府県

（国保連合会）

地方厚生（支）局

①診療報酬請求

⑤レセプト提供依頼

⑦個別指導の対象保

険医療機関等のレセ

プトを選定

⑥レセプト提供

（電子媒体）

審査支払機関

④診療報酬支払

②審査済みの

レセプト送付 ⑧個別指導実施

（レセプト送付）

③診療報酬支払

保険者（全国健康保険協会・都道府県（国民健康保険連合会））が地
方厚生(支)局から条件指定されたレセプトの電子データを提供すること
ができるよう、保険者のシステムを改修する。レセプトの電子データは、
保険者が電子媒体に収録して、地方厚生(支)局に提供する。

令和３年度補正予算案：４．０億円
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施策名：国保情報集約システムの機器更改に要する経費

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

国保情報集約システムは、最初の調達年度から７年を経過するため、機器更改を実施する必要がある。現状、プラットフォームをオ
ンプレミスで用意しているため柔軟性や拡張性に欠けることから、拠点集約化、クラウド化を実施するもの。

国保情報集約システムについて機器更改を行う。具体的には、現状、プラットフォームをオンプレミスで用意しているため柔軟性や拡
張性に欠けることから、拠点集約化、クラウド化を実施する。

2022年度2021年度 2024年度2023年度情
報
集
約
シ
ス
テ
ム

調
達
仕
様
書
作
成

・
調
達

検

討
設計・製造・テスト 運用・保守

令和３年度補正予算案 ７．０億円
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施策名：次期ＫＤＢ更改のためのＫＤＢ改修対応

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

現行のＫＤＢシステムは、令和5年度末に保守期限を迎えるため、システム更改が必要となる。
更改にあたっては、「更なるデータヘルス改革及び保健事業の推進」を目的として、現行システムへの課題に対応し、 「データ・機能
の充実」及び「コスト最適化」を実現するため、ＫＤＢシステム本体の整備・最適化を行う。

ニーズの多様性から生じている現行ＫＤＢシステムへの課題に対応するため、収載データの拡大・データクレンジング、ＤＢの複雑性
の解消やクラウド化を実施する。

○ 次期KDBシステム更改においては、「更なるデータヘルス改革及び保健事業の推進」を目的として、「データ・機能の充実」及び
「コスト最適化」を実現するため、現行KDBシステムに係る主要な課題及び対応方針を踏まえ、「Ⅰ.KDB本体の整備・最適化
（以下の赤枠点線）」を行うものである。

令和３年度補正予算案 ： １２億円
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施策名：診療報酬明細書（写）出力時における被保険者番号等をマスキングするための改修

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

被保険者記号・番号等の告知要求制限の規定が設けられたため、当該事務における国保連合会からの損保会社へのレセプトの
送付について、被保険者希望・番号等が記載されたまま送付すると、損保会社は「第三者」に該当することから、告知要求制限の「そ
の番号の告知を求める」という規定に抵触してしまう。そのため、レセプトの被保険者記号・番号等をマスキングする必要があり、これ
らをマスキングされたレセプトを印刷可能とするための改修を行う。

国保法等が改正され、被保険者等記号・番号等の告知要求制限に係る規定が設けられたため、国保連合会等が求償事務を行うに
あたって、診療報酬請求明細書を損害保険会社等へ送付する際に、これらをマスキングするため、国保総合システムの改修を行う。

第三者行為求償事務での損保会
社への求償手続きにおいて、国保連
合会から損保会社へ送付するレセプ
ト（国保総合システムから出力）に
ついて、被保険者証記号・番号等を
マスキングする必要がある。

令和３年度補正予算案： ２３百万円
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全世代対応型の社会保障制度を構築するための
健康保険法等の一部を改正する法律

（令和３年法律第66号）の一部施行について

令和３年12月１日 第147回社会保障審議会医療保険部会 参考資料３



全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律の概要

「全世代型社会保障改革の方針について」（令和２年12月15日閣議決定）等を踏まえ、現役世代への給付が少なく、給付は高齢

者中心、負担は現役世代中心というこれまでの社会保障の構造を見直し、全ての世代で広く安心を支えていく「全世代対応型の社

会保障制度」を構築するため、所要の改正を行う。

改正の趣旨

令和４年１月１日（ただし、１（１）は令和４年10月１日から令和５年３月１日までの間において政令で定める日、２（１）は令和４年10月１日、
２（２）及び４（１）は令和４年４月１日、 ４（２）は令和６年４月１日、４（３）は一部を除き公布の日（令和３年６月11日）から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日）

施行期日

改正の概要
１．全ての世代の安心を構築するための給付と負担の見直し
（１）後期高齢者医療における窓口負担割合の見直し 【高齢者の医療の確保に関する法律】

後期高齢者医療の被保険者のうち、現役並み所得者以外の被保険者であって、一定所得以上（※）であるものについて、窓口負担割合を２割とする。
※課税所得が28万円以上かつ年収200万円以上（単身世帯の場合。複数世帯の場合は後期高齢者の年収合計が320万円以上）。政令で規定。
※長期頻回受診患者等への配慮措置として、外来受診において、施行後３年間、１ヶ月の負担増を最大でも3,000円とする措置については、政令で規定。

（２）傷病手当金の支給期間の通算化 【健康保険法、船員保険法】

傷病手当金について、出勤に伴い不支給となった期間がある場合、その分の期間を延長して支給を受けられるよう、支給期間の通算化を行う。

（３）任意継続被保険者制度の見直し 【健康保険法、船員保険法】
任意継続被保険者の保険料の算定基礎の見直しや、被保険者からの申請による資格喪失を可能とする。

２．子ども・子育て支援の拡充
（１）育児休業中の保険料の免除要件の見直し 【健康保険法、船員保険法、厚生年金保険法 等】
短期の育児休業の取得に対応して、月内に２週間以上の育児休業を取得した場合には当該月の保険料を免除するとともに、賞与に係る保険料につ
いては１月を超える育児休業を取得している場合に限り、免除の対象とすることとする。

（２）子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の減額措置の導入 【国民健康保険法、地方税法】

国民健康保険の保険料（税）について、子ども（未就学児）に係る被保険者均等割額を減額し、その減額相当額を公費で支援する制度を創設する。

３．生涯現役で活躍できる社会づくりの推進（予防・健康づくり・重症化予防の強化）

○保健事業における健診情報等の活用促進 【健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律 等】

① 労働安全衛生法等による健診の情報を保険者が保健事業で活用できるよう、事業者に対し被保険者等の健診情報を求めることを可能とする。
② 健康保険組合等が保存する特定健診等の情報を後期高齢者医療広域連合へ引き継ぐこと等を可能とする。

４．その他
（１）国民健康保険の財政安定化基金を、都道府県が国民健康保険事業費納付金の著しい上昇抑制等のために充てることを可能とする。【国民健康保険法】
（２）都道府県国民健康保険運営方針について、保険料の水準の平準化や財政の均衡に関して記載事項に位置付ける。【国民健康保険法】
（３）医療扶助においてオンライン資格確認を導入する。【生活保護法、社会保険診療報酬支払基金法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】 等

（令和３年法律第66号）
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保 発 1 1 1 9 第 １ 号  

令和３年 11 月 19 日 

 

都 道 府 県 知 事 

市 町 村 長 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 長 

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局長 

全 国 健 康 保 険 協 会 理 事 長 

健 康 保 険 組 合 理 事 長 

健 康 保 険 組 合 連 合 会 長 

 

 

厚生労働省保険局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の公布について 

 

 

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正す

る法律（令和３年法律第 66 号。以下「改正法」という。）の一部の施行に伴い、

健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第181号。

以下「改正省令」という。）が本日公布され、令和４年１月１日から施行するこ

ととされたところである。 

改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、御了知いただくとともに、実

施に当たっては、関係各位への周知徹底を図り遺漏の無いよう取り扱われたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

改正法による健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）等における改正事項の

うち、任意継続被保険者の資格喪失事由に関する事項、傷病手当金の支給期間

に関する事項、保健事業における健康診断の情報の活用に関する事項及び高

齢者保健事業における特定健康診査等の情報の活用に関する事項を定めるも

の。 

 

殿 
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第２ 改正の内容 

１ 健康保険法施行規則（大正 15 年内務省令第 36 号）の一部改正（改正省令

第１条関係） 

⑴ 任意継続被保険者の資格喪失事由について 

改正法第１条により、健康保険法第 38 条が改正され、任意継続被保険

者は、任意継続被保険者でなくなることを希望する旨を、厚生労働省令で

定めるところにより保険者に申し出た場合には、その申出が受理された

日の属する月の翌月１日に、その資格を喪失することとされることに伴

い、当該申出は、被保険者等記号・番号又は個人番号、氏名及び生年月日

を記載した申出書を保険者に提出することによって行うこととする。 

 

⑵ 傷病手当金の支給期間について 

改正法第１条により、健康保険法第 99 条が改正され、傷病手当金の支

給期間が、その支給を始めた日から通算して１年６月間とされることに

伴い、当該支給期間の具体的な計算方法を定めることとする。 

また、傷病手当金の支給申請書の記載事項として、同一の疾病又は負傷

及びこれにより発した疾病について、労働者災害補償保険法（昭和 22 年

法律第 50 号）、国家公務員災害補償法（昭和 26 年法律第 191 号。他の法

律において準用し、又は例による場合を含む。）又は地方公務員災害補償

法（昭和 42 年法律第 121 号）若しくは同法に基づく条例の規定により、

傷病手当金に相当する給付を受け、又は受けようとする場合は、その旨を

記載することとする。 

 

⑶ 保健事業における健康診断の情報の活用について 

改正法第１条により、健康保険法第 150 条が改正され、 

ⅰ 保険者は、被保険者等の健康の保持増進のために必要な事業を行う

に当たって必要があると認めるときは、被保険者等を使用している事

業者等に対し、当該被保険者等に係る健康診断に関する記録の写し等

の提供を求めることができること 

ⅱ 被保険者等に係る健康診断に関する記録の写し等を求められた事業

者等は、当該記録の写し等を提供しなければならないこと 

とされることに伴い、以下のとおり定める。 

イ ⅰの「事業者等」は、健康保険法第 150 条第２項に規定された労働安

全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）第２条第３号に規定する事業者そ

の他の法令に基づき健康診断を実施する責務を有する者のほか、その

使用する被保険者等に対して法令に基づかず（任意で）健康診断を実施
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する事業者その他の者及び船舶所有者とする。 

ロ ⅰにおいて保険者が提供を求めることができる健康診断に関する記

録の写しは、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成

19 年厚生労働省令第 157 号。以下「実施基準」という。）第２条各号

に掲げる項目に関する記録の写しその他健康保険法第 150 条第１項の

規定により被保険者等の健康の保持増進のために必要な事業を行うに

当たって保険者が必要と認める情報とする。 

ハ ⅰにおいて保険者は、事業者等が法令に基づいて保存している健康

診断に関する記録の写しに加え、事業者等が法令に基づかず（任意で）

保存している被保険者等に係る健康診断に関する記録の写しを求める

ことができる。 

ニ ⅱにおいて事業者等は、健康診断に関する記録の写し等の提供を、電

磁的方法により作成された当該健康診断に関する記録を記録した光デ

ィスク等を送付する方法その他の適切な方法により行うものとする。 

（※）上記のイからニまでは、健康保険組合連合会が、保健事業を行う

に当たって必要があると認めるときに、健康保険組合又は被保険

者等を使用している事業者等に対して、当該健康保険組合が保存

している医療保険等関連情報又は当該事業者等が保存している当

該被保険者等に係る健康診断に関する記録の写し等の提供を求め

る場合についても同様とする。 

 

２ 船員保険法施行規則（昭和 15 年厚生省令第５号）の一部改正（改正省令

第２条関係） 

１に準じた改正を行うこととする。 

 

３ 国民健康保険法施行規則（昭和 33 年厚生省令第 53 号）及び実施基準の

一部改正（改正省令第３条及び第６条関係） 

１の⑶に準じた改正を行うこととする。 

 

４ 高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成19年厚生労働省令第129

号）の一部改正（改正省令第５条関係） 

改正法第５条により、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律

第 80 号。以下「高確法」という。）第 125 条の３が改正され、 

ⅰ 後期高齢者医療広域連合及び高齢者保健事業の実施に関して委託を受

けた市町村は、被保険者が加入していた保険者に対し特定健康診査又は

特定保健指導に関する記録の写しの提供を求めることができること 
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ⅱ 特定健康診査又は特定保健指導に関する記録の写しの提供を求められ

た保険者は、当該記録の写しを提供しなければならないこと 

とされることに伴い、当該記録の写し等の提供方法として、現行の高齢者の

医療の確保に関する法律施行規則で定められている方法に加えて、以下の

方法を規定する。 

・ 電子情報処理組織（電子資格確認（高確法又は医療保険各法に規定する

電子資格確認をいう。）において保険者及び後期高齢者医療広域連合が回

答を行う際に使用する電子情報処理組織をいう。）を使用する方法その他

の情報通信の技術（電子資格確認において保険者及び後期高齢者医療広

域連合が回答を行う際に利用する情報通信の技術をいう。）を利用して提

供する方法 

 

第３ 経過措置（改正省令附則第２条及び第３条関係） 

１ 改正省令第１条の規定による改正後の健康保険法施行規則第84条の３の

規定は、この省令の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において、

支給を始めた日から起算して１年６月を経過していない傷病手当金につい

て適用し、施行日前に支給期間が満了した傷病手当金については、なお従前

の例によることとする。 

 

２ 改正省令第２条の規定による改正後の船員保険法施行規則第69条の３の

規定は、施行日の前日において、支給を始めた日から起算して３年を経過し

ていない傷病手当金について適用し、施行日前に支給期間が満了した傷病

手当金については、なお従前の例によることとする。 

 

第４ 施行期日 

令和４年１月１日 


